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注意事項
本アニュアルレポートは、2013年3月期の業績および今後の経営戦略に関する情報の提供を目的
としたものであり、NRIが発行する有価証券の投資勧誘を目的としたものではなく、また何らかの
保証・約束をするものではありません。本アニュアルレポートに記載されている意見や見通しは、
アニュアルレポート作成時点におけるNRIの見解であり、その情報の正確性および完全性を保証
または約束するものではなく、また今後、予告なしに変更されることがあります。本アニュアルレ
ポートのいかなる部分も一切の権利は株式会社野村総合研究所に帰属しており、電子的または機
械的な方法を問わず、いかなる目的であれ、無断で複製または転送等をおこなわないようお願い
いたします。
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　2013年3月期は、後半から円高修正・株価上昇が進んだことから景気持ち直しの動きが見ら
れ、企業の情報システムへの投資意欲にも一部に回復が見られました。このような環境の中、
NRIグループの連結業績は、売上高3,638億円（前期比8.4％増）、営業利益440億円（同2.0％増）
と、2期連続の増収増益を達成しました。
　2008年度から始まった長期経営ビジョン「Vision 2015」は、ゴールに向けてあと3年です。
これまでに、金融分野の業界標準ビジネスプラットフォーム（共同利用型サービス）の事業領域拡
大や、産業分野の顧客基盤拡大などで着実な成果がでてきています。企業の情報システムへの
投資は、制度改正や情報システムの老朽化などを背景に、特にNRIが強みをもつ金融業界で回
復基調が鮮明となっています。また、日本企業における情報システムの「所有から利用へ」の流れ
も追い風に、「Vision 2015」の実現に向けて、この勢いをさらに加速させていきます。そして、中
長期的な成長軌道を確実なものにできるよう、全社をあげて注力してまいります。
　NRIグループに是非ご期待ください。

代表取締役社長
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NRIとは

野村證券調査部 野村證券コンピュータ部門

旧野村総合研究所 野村コンピュータシステム

東証一部に上場
（証券コード：4307）

2つのDNAを融合
（前身） （前身）

（分社化） （分社化）

1965年

1988年合併

2001年12月

1966年

NRIは、日本初の民間シンクタンクである旧㈱野村総合研究所と、シス
テムインテグレーターの草分けである野村コンピュータシステム㈱の
合併によって生まれました。

　旧㈱野村総合研究所は1965年に野村證券㈱の
調査部を母体に発足、野村證券㈱の調査・研究業
務にとどまらずその業容を拡大し、マネジメントコ
ンサルティングまで手がける業界トップレベルのコ
ンサルティングファームに成長していました。一方、
野村コンピュータシステム㈱は1966年に野村證
券㈱のコンピュータ部門を母体に誕生しました。
野村證券㈱のIT戦略の実現をサポートするととも
に、そこで蓄積したノウハウを活かし、1974年には
共同利用型サービスの先駆けともいえる証券共同
オンラインシステム「STAR」を稼働。1979年には、
㈱セブン-イレブン・ジャパンの新発注システムを
稼働し流通業向けにもサービスを開始するなど、
システムインテグレーターとして事業を拡大してい
ました。
　両社は1988年1月に合併し、新生㈱野村総合研
究所が誕生しました。2001年12月に、東京証券取
引所市場第一部に上場しています。

企業理念

NRIのDNA

未来創発
D r e a m  u p  t h e  f u t u r e .

NRIグループの企業理念は「未来創発」です。

変化が激しく先の予測がつかないこの時代。
社会をしっかりと見据えながら
確かな未来を切り拓いていきたい。
そのために、新しい価値を創造することで
世の中に貢献したいと私たちは願っています。
NRIグループは「未来社会創発企業」として
あくなき挑戦を続けていきます。

NRIのプロフィール

Ｎ
Ｒ
Ｉ
と
は



ナビゲーションNavigation

ソリューションSolution

問題解決

❷ 市場分析・業務分析・経営診断
❶ 社会・産業の予測と展望

❸ 企業経営・政策立案に関する提言

❹ 経営・業務革新のソリューション提示

❺ システム設計・ソリューション提供

❻ アウトソーシング・システム運用

❼ ビジネスの実行支援

問題発見
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NRIは、未来を洞察し、広く社会に提言する力、お客様の立場で考え、徹底
して品質にこだわる姿勢など、それぞれの前身から受け継いだDNAを融
合しながら、時代を先取りする企業活動を進めてきました。
今日、「未来創発」を実現する軸となるのが「ナビゲーション×ソリューション」
です。
予測、分析、政策提言などによって問題発見から解決策を導くまでの
「ナビゲーション」と、その解決策を業務改革やシステムの設計、構築、運
用によって実現する「ソリューション」。この2つを相乗的に機能させること
で、NRIは新たな未来を創り出しています。

ナビゲーション×ソリューション

Ｎ
Ｒ
Ｉ
と
は
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Ｒ
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　NRIは、リサーチ、マネジメントコンサルティング、システム
コンサルティングなどからなるコンサルティングサービスと、
情報システムの開発・製品販売、運用サービスおよび関連す
る商品販売からなるITソリューションサービスに至るまで、
一貫したサービスを展開しています。
　また、「コンサルティング」「金融ITソリューション」「産業
ITソリューション」「IT基盤サービス」の4つの事業セグメント
を通して、社会の仕組みづくり、顧客のビジネス、人々の快適

な暮らしを支えています。これらの事業活動を進めていくと
きに、軸となるのが「ナビゲーションｘソリューション」です。
4つの事業それぞれで、あるいは事業横断的に「ナビゲーショ
ンｘソリューション」を機能させながら、私たちのサービス価
値を高めています。
　また、設立の経緯から、特に証券業における豊富なノウハ
ウを活かして、金融ITソリューションに大きな強みをもってい
ます。

世界の金融ITサービス企業の上位100社ランキン
グ「FinTech（フィンテック）100」において、2012

年の第9位に選ばれました。日本企業では唯一の
トップ10入りとなり、2010年から3年連続トップ10

入りを果たしました。

事業構成

世界の金融ITサービス企業ランキング
「FinTech100」3年連続で9位にランクイン

ランク 会社名
1 FIS
2 Tata Consultancy Services Limited (TCS)
3 Fiserv
4 SunGard
5 NCR
6 Diebold
7 First Data
8 Cognizant Technology Solutions
9 Nomura Research Institute

10 Infosys Limited 

2013年3月期
連結売上高
3,638億円

2013年3月期
連結売上高
3,638億円

コンサルティング
その他 89億円 （2.4%）構成比 構成比

●セグメント別外部売上高

227億円（6.3%）

金融ITソリューション 2,197億円（60.4%）

IT基盤サービス 288億円（7.9%）

産業ITソリューション 836億円（23.0%）

うち証券業 1,159億円（31.9%）
うち保険業 501億円（13.8%）
うち銀行業 279億円 （7.7%）
うちその他金融業等 257億円 （7.1%）

うち流通業 448億円（12.3%）
うち製造・サービス業等 388億円（10.7%）

商品販売
構成比 構成比

●サービス別売上高

93億円（2.6%）

運用サービス 1,749億円（48.1%）

コンサルティングサービス 390億円（10.7%）

開発・製品販売 1,404億円（38.6%）

NRIの強み

http://www.americanbanker.com/fintech100/
2012-rankings/より抜粋引用
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営業利益
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　景気の動向による業績の変動はありますが、NRIはこれまで長期的に売上高、利益の両面で成長を達成してきました。

　NRIは業界トップクラスの収益力（営業利益率）と生産性（1人当たり売上高・営業利益）を誇っています。

安定的な成長

高い収益力と生産性
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●同業他社との売上高・営業利益率比較 ●同業他社との従業員１人当たり
　売上高・営業利益比較 

（2013年3月期）（2013年3月期）

売上高（億円）

出所）各社決算資料よりNRI作成

（%） ＩＴホールディングス

日本ユニシス

SCSK

NRI
伊藤忠
テクノソリューションズ

新日鉄住金
ソリューションズ

NTTデータ

１人当たり売上高（百万円）

ＩＴホールディングス
日本ユニシス

SCSK

NRI

伊藤忠
テクノソリューションズ

新日鉄住金
ソリューションズ

NTTデータ
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ＮＲＩが自主開発したシステムを業界標準ビジネス
プラットフォームとして、数多くの顧客に提供

受託開発したシステムや顧客のシステムを
安定的に保守・運用する

情報システムの企画・設計や開発をおこなう

経営コンサルティング
システムコンサルティングコンサルティング

システム開発〈
Ｉ
Ｔ
ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
〉

運用アウト
ソーシング

共同利用型
サービス

●NRIのビジネスモデル

●共同利用型サービスの一覧

金融業向け 流通業向け 製造・サービス業
向け

資産運用等 保険 証券 銀行 流通・製造その他

（注）1. 利用社数は2013年3月末現在　　2. STARは部分利用を含む社数　　3. I-STARはサブシステムを除く社数

注2

注3

STAR
リテール証券会社向け
総合バックオフィスシステム 51社

I-STAR
ホールセール証券会社向け
総合バックオフィスシステム 25社

T-STAR
投資信託運用会社向け
信託財産管理システム 70社

BESTWAY
投資信託窓口販売
口座管理システム 107社

●NRIが作る業界標準
　ビジネスプラットフォーム

T-STAR 70社

FundWeb

e-AURORA

Daybreak/PL

e-JIBAI

InsCOSMIC

InsDirect

BizMart 39社

エイジレス80

Perma Document

SYNTAX

TriMaster

Value Direct 12社

I-STAR 25社

BESTWAY 107社

注3

STAR 51社 注2

　NRIは、野村ホールディングス㈱や㈱セブン＆アイ・ホール
ディングスをはじめとする、各業界の優良な顧客のシステム
を多数構築・運用してきました。そこで蓄積した業務知識や
ノウハウを元に、業界で標準的に必要とされる機能を集約し
たシステムを自主開発し、業界標準ビジネスプラットフォー
ム（共同利用型サービス）として複数の顧客に提供していま
す。ひとつのシステムを複数社が共同で利用することで、顧
客のITコストの効率化などに貢献するとともに、NRIにとって
も効率のよいビジネスとなります。

　証券分野、資産運用分野を中心に、保険、銀行、流通・製
造その他向けに、多くの共同利用型サービスを提供してい
ます。
　特に金融分野では、NRIが提供する共同利用型サービスを
多くの顧客にご利用いただいており、業界のデファクトスタ
ンダードとなっています。情報システムの「所有から利用へ」
の流れも追い風に、共同利用型サービスのさらなる拡大・拡
充を進めています。

（特集 P.22～25ご参照）

独自のビジネスモデル

NRIの強みの源泉
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売上高

経年

景気変動を
受けやすい

継続的な事業
システム開発（エンハンスメント）

コンサルティング
商品販売
システム開発（新規）

アウトソーシング
共同利用型サービス

安定的な収益源と、変動幅が大きい
収益源の構造イメージ

運用

●NRIの収益構造イメージ

NRIグループ人員 

中国オフショアパートナー 国内パートナー

約7,700人
（うちＩＴ技術者は約5,500人）

約7,000人

（注）人数は2013年3月末時点

従業員数 うち新卒採用数

成都

北京

杭州

蘇州
青島

瀋陽

上海

大連

天津

9地域20社

03.3 04.3 05.3 06.3 07.3

8,000

5,000

6,000

7,000

4,000

（人）

3,000

4,619
4,791 4,848 5,013

5,303

09.3 10.3 11.3

6,118 6,263
6,594

08.3

5,711

293 281 159 196
235

332 357

347

292

安定的なリソース確保

・コンサルタント
・システムコンサルタント
・アプリケーションエンジニア
・テクニカルエンジニア

…etc.

約3,500人

12.3 13.3

6,881
320

301
7,738

　優秀で層の厚い人的リソースも、NRIの強みです。NRIは、
社員、国内パートナー、中国を中心とするオフショアパート
ナーの3つの人的リソースを効果的に組み合わせることで、付
加価値の高いサービスを効率的に提供しています。

　オフショアパートナーについては、業界に先駆けて積極的
に拡大してきた結果、技術力、信頼性の高い企業と強いパー
トナーシップを築いています。中国に加え、2012年7月には、
インドIT企業を子会社化し、金融機関のグローバル事業を支
援する体制を強化しています。

層の厚い人的リソース

　NRIの収益構造は、サービスにより異なります。コンサル
ティング、商品販売、システム開発（新規）は、景気変動の
影響を受けやすく変動幅が大きいのに対して、システム開
発（エンハンスメント）、運用アウトソーシング、共同利用型
サービスは、継続的な受注が期待でき、ほぼ年間を通じて売
上が見込めるため、安定的な成長が期待できます。NRIは、
運用アウトソーシング、共同利用型サービスの比率が売上高
の約5割であるため、安定した収益構造といえます。これが、
景気の後退期にも業績を下支えする要因のひとつになって
います。
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連結業績ハイライト

連
結
業
績
ハ
イ
ラ
イ
ト

野村證券㈱への「STAR」導入プロジェクトの寄与に
よる証券業向けの増加や、2013年3月期から味の素㈱
向けサービスが新しく加わった製造・サービス業等
向けの増加を中心に、コンサルティングや、銀行、資産
運用、流通業向けも好調に増加したため、売上高は
3,638億円（前期比8.4％増）と2期連続の増収となり
ました。

金融業向けの増収にともない稼働率が向上したほ
か、製造・サービス業等向けの開発プロジェクトの採
算性が向上しました。一方で、保険業向け大型開発プ
ロジェクトにおける追加コストの発生や産業分野の新
規顧客獲得にともなうコストの増加もあり、営業利益
は440億円と前期比2.0％の増益となりました。

4,000

3,000

2,000

1,000

08.3 09.3 10.3 11.3 12.3 13.3
0

750

250

−500

500

0

08.3 09.3 10.3 11.3 12.3 13.3
−750

600

400

200

0

400

300

200

100

0

−250

（注） 記載金額は、億円未満を切捨てて表示しています。

売上高 （億円） 営業利益・営業利益率 （億円／%） 当期純利益 （億円）

キャッシュ・フロー （億円） 設備投資額・減価償却費 （億円） 研究開発費 （億円）

3,422 3,412 3,386
3,263 3,355
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（設備投資額） （減価償却費）

0 0

設備投資額営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
フリー・キャッシュ・フロー

減価償却費

364

700

290

207

411

310

3,638

318

△161

△248

418

210

53

323
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△360

461
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306
308

424
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309

売上高 前期比 8.4％　 営業利益 前期比 2.0％　

3,638億円 440億円

2期連続の増収増益を達成
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2012年3月期に、特別利益として関係会社株式売却
益85億円、特別配当金30億円があったことなどの反
動により、当期純利益は286億円と前期比13.1％の減
益となりました。

証券業、製造・サービス業等向けの増加を中心に、コ
ンサルティングも好調に増加したため、受注残高合計
は1,910億円と前期比9.0％の増加となりました。うち
2014年3月期分についても1,902億円と前期比9.1％
の増加となりました。

4,000

3,000

2,000

1,000

08.3 09.3 10.3 11.3 12.3 13.3
0

8,000

6,000

4,000

2,000

0
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1,500

1,000

500

0

受注高 （億円） 受注残高 （億円） 従業員数 （人）

ROE・ROA （%） 1株当たり当期純利益 （円） 1株当たり年間配当金・配当性向（円／%）

3,454 3,129 3,414

金融ITソリューション 産業ITソリューション IT基盤サービスコンサルティング その他

5,711
6,118 6,263

6,594

7,738

6,881
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当期純利益 前期比 13.1％　 受注残高 前期比 9.0％　

286億円 1,910億円
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コンサルティング

金融ITソリューション

IT基盤サービス

産業ITソリューション

セグメントの特徴・強み

　政策提言や戦略コンサルティング、業務改革をサ
ポートする業務コンサルティング、ITマネジメント全
般にわたるシステムコンサルティングを提供していま
す。
　中国をはじめとするアジア地域においては、日系
企業はもとより現地企業や現地政府からのコンサル
ティング案件も獲得するなど、アジア市場にも数多
くの実績をもっています。

事例

・  多岐にわたる業界のグローバル戦略、新興国戦略策定・実行支援

・  製造業グループ /金融グループ等に対する本社業務改革支援

・  消費財メーカー /小売サービス業の新チャネル・新事業開発支援

・  政府の基幹政策・事業の実行支援

・  アジア主要地域におけるインフラ開発計画策定支援（空港、港湾、
鉄道等）

・  野村證券㈱の基幹系業務システムおよび情報系システム

・  準大手・中堅の証券会社など50社以上に導入されている
総合バックオフィスシステム「STAR」

・  ㈱セブン銀行の ATMネットワークシステムおよび勘定系システム

・  投資信託窓口販売口座管理システム「BESTWAY」

・  インターネットバンキングソリューション「Value Direct」

・  自賠責共同代理店システム「e-JIBAI」

・  ㈱セブン＆アイ・ホールディングスの受発注システムや
POS情報分析システム

・  味の素グループ各社の情報システム全般のサポート

・  食品卸売業、国分㈱の受発注業務や物流業務を支える販売・
物流システム

・  ㈱資生堂のオンラインビジネス

・  製造業･卸売業･小売業を結び、企業間･企業内の流通業務を
高度化･効率化するソリューション「BizMart」

・  2012年 11月に東京第一データセンターを開業し、関東地区 4カ所、
関西地区１カ所でデータセンターを運営

・  NRIセキュアテクノロジーズ㈱が提供する安全な企業内ネットワークの
設計、構築、運用サービス「FNC（Firewall Network Center）サービス」

　主に証券業や保険業、銀行業等の金融業顧客向
けに、システムコンサルティング、システム開発およ
び運用サービスの提供、共同利用型サービス等の IT
ソリューションの提供をおこなっています。
　証券業や資産運用などの分野をさらに強化すると
ともに、銀行業や保険業の拡大も進め、新規顧客
の獲得と共同利用型サービスの拡充を目指してい
ます。

　主に金融 ITソリューションセグメントおよび産業
ITソリューションセグメントに対し、データセンター
の運営管理や IT基盤・ネットワーク構築等のサービ
スを提供しています。また、様々な業種の顧客に対
して IT基盤ソリューションや情報セキュリティサー
ビスを提供しています。このほか、ITソリューション
にかかる新事業・新商品の開発に向けた研究や先端
的な情報技術等に関する研究をおこなっています。

　流通業、製造業、サービス業や公共向けに、シス
テムコンサルティング、システム開発および運用サー
ビス等の提供をおこなっています。
　サプライチェーンマネジメント（SCM）構築や顧客
管理などのノウハウを活かした情報システムに強み
をもち、電子商取引をサポートする業界横断の共同
利用型サービスも広範に提供しています。
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（注） 1. 記載金額は、億円未満を切捨てて表示しています。
2. 各セグメントの売上高には内部売上高を含みます。

公共向けコンサルティングや
システムコンサルティングが好調

野村證券向け大型プロジェクトが
増収に寄与

新データセンターを開業

新規顧客向けサービス開始で増収

当期のポイント

　公共向けコンサルティングや、顧客のシステムプ
ロジェクトの実行を支援するシステムコンサルティ
ングが増加しましたが、中国など海外売上高が減
少しました。
　この結果、売上高は22,908百万円（前期比5.0％
増）にとどまり、人員増加にともなう人件費の増加
をカバーできず、営業利益は2,807百万円（同6.7％
減）となりました。

　野村證券㈱向けの「STAR」導入が増収に寄与し
たほか、銀行業、その他金融業等向けの開発・製
品販売も増加しました。一方、保険業向けの大型
開発プロジェクトの追加コストが発生しました。
　この結果、売上高は219,916百万円（前期比
8.5％増）、営業利益22,300百万円（同4.0％増）
となりました。

　味の素㈱向けサービスが加わり、製造・サービ
ス業等向けの運用サービスや開発・製品販売を中
心に売上が増加しました。新規顧客獲得にともな
うコストが増加したものの、不採算案件が減少し
収益性が改善しました。
　この結果、売上高は 83,662百万円（前期比
15.8％増）、営業利益 6,486百万円（同 52.3％増）
となりました。

　証券業向けの商品販売などが減少しました。コ
スト面では、東京第一データセンターの開業にと
もない、有形固定資産の減価償却費が増加しま
した。
　この結果、売上高103,376百万円（前期比1.4％
減）、営業利益10,070百万円（同10.3％減）となり
ました。
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２期連続の増収増益を達成するなど、ここ数年の施
策に基づく成長への手応えが表れはじめました。ま
た、日本企業における情報システムの「所有から利
用へ」の流れやグローバル展開の加速など、事業環
境もNRIにとって追い風となっています。
今後は、制度改正や情報システムの老朽化などを
背景に、金融分野では業界標準ビジネスプラット
フォーム（共同利用型サービス）の事業領域拡大、
産業分野ではコンサルティングとの連携を活かし
たコンシューマ・インダストリ領域の顧客基盤拡大
など、得意分野にフォーカスしつつ高成長を目指し
ていきます。

Future focused. Results driven.
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　4期ぶりの増収増益となった2012年3月期に続き、2期連続の増
収増益を達成することができました。これまでの取り組みが着実
な成果となって表れてきているものと思っています。
　当期の最大のトピックは、2013年1月に、野村證券㈱のバック
オフィスシステムとしてNRIの共同利用型サービス「STAR」の提
供が始まったことです。これは、野村證券㈱の国内システム刷新
プロジェクトの一環として2年前にスタートした、NRI創業以来最
大規模のプロジェクトでしたが、無事に完遂することができまし
た。「STAR」はすでに準大手・中堅の証券会社など50社以上の顧
客にご利用いただいていますが、野村證券㈱が採用したことで、
業界のデファクトスタンダードのビジネスプラットフォームとして
の地位を築けたと考えています（特集P.22～25ご参照）。
　コンサルティングでは、公共向けコンサルティングや、顧客のシ
ステムプロジェクトの実行を支援するシステムコンサルティングが
好調でした。金融ITソリューションでは、証券業に加え銀行業やそ
の他金融業等も順調でした。産業ITソリューションでは、味の素
㈱向けサービスが新たに加わるなど、顧客基盤の拡大の取り組み
に成果がでてきています。新規顧客獲得にともなうコストの増加
はありましたが、不採算案件が減少したことで収益性が改善しま
した。

Question 1

2013年3月期の業績
をどのように評価して
いますか。

●セグメント別外部売上高

2012年3月期 構成比 2013年3月期 構成比 増減額 増減率

コンサルティング 21,685 6.5% 22,761 6.3% +1,075 +5.0%

金融ITソリューション　 202,628 60.4% 219,754 60.4% +17,125 +8.5%

証券業 99,887 29.8% 115,904 31.9% +16,016 +16.0%

保険業 54,594 16.3% 50,162 13.8% △ 4,432 △ 8.1%

銀行業 25,471 7.6% 27,909 7.7% +2,437 +9.6%

その他金融業等 22,674 6.8% 25,778 7.1% +3,104 +13.7%

産業ITソリューション 71,918 21.4% 83,615 23.0% +11,696 +16.3%

流通業 42,527 12.7% 44,806 12.3% +2,279 +5.4%

製造・サービス業等 29,391 8.8% 38,808 10.7% +9,416 +32.0%

IT基盤サービス 30,788 9.2% 28,850 7.9% △ 1,938 △ 6.3%

その他 8,532 2.5% 8,910 2.4% +377 +4.4%

合　　計 335,554 100.0% 363,891 100.0% +28,336 +8.4%

野村ホールディングス 89,473 26.7% 100,984 27.8% +11,510 +12.9%

セブン＆アイ・ホールディングス 39,998 11.9% 44,984 12.4% +4,986 +12.5%

（注） 1. 野村ホールディングス㈱および㈱セブン＆アイ・ホールディングス向け売上高は、それぞれの子会社向け売上高を含みます。
 2. 当期よりセグメントの区分を一部変更しており、前期比較については、当該変更後の区分による前期の数値を用いています。
 3. セグメントの内訳は、業種別の売上高です。

（百万円）
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　2013年3月期後半から円高修正・株価上昇が進むなど全般的に
環境は好転しており、特に金融機関の情報システムへの投資意欲
は1年前とは様変わりしています。加えて、NISA（少額投資非課税
制度）や新日銀ネットなど制度改正対応も必要となっています。ま
たリーマンショック後、顧客の多くは情報システムへの投資を抑
制してきたため、システム全体の老朽化が進んでおり、景況好転
を機に基幹システムの刷新を検討する動きもでてきています。
　ただしITサービス全体の事業規模の伸びはGDP並みと見込ま
れ、NRIの目指す7％成長を下回ります。このため、NRIは高成長が
期待できる以下の3つのマーケットに経営資源を集中していく計
画です。

Question 2

2014年3月期以降の
中長期的な経営環境
と事業展開について
どのようにお考えで
すか。

●外部環境（短期）

金融危機
→景気後退
→企業業績悪化

▲新年度
投資計画

業績改善 ▲投資計画
見直し

市場活性化・景況感改善
マーケット取引高増・株価上昇

金融制度変更 Windows XP
のサポート切れ・NISA（2014年1月～）

・新日銀ネット（2014年初～）

2008年度～ 2012年度 2013年度

先送りされていたシステム更新対応
＜基幹システムの刷新＞

制度改正対応
＜共同利用型サービスへの新規加入増＞

新製品・新技術対応

長期のIT投資凍結
→システムの老朽化
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　ひとつは、クラウドに象徴される「所有から利用へ」※1の流れ
に沿ったマーケットです。野村證券㈱がバックオフィスシステムに
「STAR」を採用したことはその一例といえます。業界標準ビジネ
スプラットフォーム（共同利用型サービス）※2のニーズは確実に高
まっています。特に金融機関向けには、制度改正対応もきっかけ
に一層の事業拡大を目指します。
　2つ目は、「IT部門の構造改革支援」です。日本企業の多くはシ
ステムの全面刷新や新事業へのシステム対応に必要なスキルをも
つ人材の不足に悩んでいます。一方で、情報システムの刷新は待っ
たなしとなっており、システム・業務両面での支援のニーズが広
がっています。実際にNRIへの協力依頼も増えており、今後さらに
この傾向は拡大すると予想しています。NRIは、このシステム見直
し・再構築のニーズを確実にとらえていきます。

※1：
日本企業は、情報システムについて、自
社独自のシステム開発をおこなうケー
スが多かったが、近年はコア部分に経
営資源を集中すべく、データセンター
や汎用アプリケーションサービス、アウ
トソーシングなど社外のサービスを利
用する傾向が強まっている。

※2：
NRIが、個別企業のシステム開発の経
験・ノウハウを活かし、業界共通の機能
を集約したシステムを自主開発し、サー
ビスとして複数企業に提供するもの。

●外部環境（中長期）

「所有から利用へ」の流れ

環境変化に
独力で対応困難な

IT部門の増大

アジアの成長を
取込む国内顧客の
グローバル展開加速

外部環境 NRIが注力するポイント

NRIの目指す「業界標準
ビジネスプラットフォーム」の

ニーズは確実に拡大

IT部門支援コンサルティングと
システム見直し・再構築
ニーズの広がり

アジアを中心とした
グローバル展開力への期待



　3つ目は、「グローバル」です。日本企業は成長の機会をアジア
に求めて海外展開を加速していますが、その実現のために現地拠
点を含めた、全社で整合のとれたグローバルな情報システムを求
める動きが今後ますます強まります。NRIはこれをコンサルティン
グ・ITソリューションの両面でサポートしていきます。
　これら3つのポイントは、いずれもNRIが長期経営ビジョン
「Vision 2015」で重点的に取り組んできた内容です。この3分野
にさらに注力することで「Vision 2015」の目標を達成し、中長期
の成長を図っていきます。

　NRIは、2015年度を最終年度とする長期経営ビジョン「Vision 

2015」を2008年度から推進しています。①金融関連分野のサー
ビス高度化、②産業関連分野の拡大、③中国・アジア事業の強
化・拡大、④生産革命・人材開発という4つの方針を掲げ、それらを
推進するための施策を進めてきました。これまでの5年間で着実
に成果が上がり、ゴールへの道筋がより明確になっています。
　まず金融関連分野のサービス高度化では、業界標準ビジネス
プラットフォームの拡大が大きな進展を見せました。「STAR」は、
業界最大手の野村證券㈱に採用されたことで業界のデファクト
スタンダードに近づき、前述したNISA対応なども切り口にさら

Question 3

「Vision 2015」につ
いて、現状と見通しを
お聞かせください。
まず金融関連分野の
サービス高度化につ
いてはいかがでしょ
うか？

未来志向で
力強い事業
ポートフォリオ構築

Vision 2015

●さらなる成長を目指す経営ビジョン：Vision 2015

成長力：7％成長を目指す
収益力：営業利益率13％以上

［金融関連分野のサービス高度化］
金融機関のニーズに広く応える
“業界標準ビジネスプラットフォーム”を
より多くのお客様に提供

［産業関連分野の拡大］
生活者につながるコンシューマ・インダストリ※を
中心に、対象企業やサービス範囲を拡大
※流通業や消費財製造業など、消費者と直接接点を持つ産業

［中国・アジア事業の強化・拡大］
中国・アジアにもう一つのNRIをつくり、
ナビゲーションとソリューションの両面から
企業・社会に貢献

“いまを超える、自らを超える”をスローガンに、
既存の枠組みを超えて活躍できる人材を育成

［生産革命・人材開発］
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に顧客が増えると見込まれます。また、「STAR」と同時に2013年
1月から野村證券㈱に提供を開始した提案型営業業務を支援す
る金融機関向けソリューション「NRIアドバイザープラットフォー
ム」※3（下図ご参照）は、証券会社はもちろん、幅広い金融機関で
活用できるプラットフォームで、今後の顧客拡大が期待できます。
銀行分野でも、「BESTWAY」に加え、インターネットバンキングソ
リューション「Value Direct」の拡大が進んでおり、すでに地方銀
行を中心とする十数行での導入が決定しています。資産運用分野
の「T-STAR」のほか、保険分野での自賠責契約管理システム「ins-

CALI」も加え、金融業界の業況好転を追い風に、事業拡大に力を
入れていきます（特集P.22～25ご参照）。

　金融関連分野に次ぐ、第2・第3の柱を構築するために、産業
関連分野の顧客基盤拡大を進めています。NRIが強みをもつコン
シューマ・インダストリなどにターゲットを絞り※4、業界を代表す
る企業に対してコンサルティングとITソリューションの両部門が
連携して提案活動をおこない、大型ソリューション案件の獲得を
目指すプライムアカウント戦略を展開してきました。その結果、味
の素㈱との戦略的業務提携が実現し、同社のシステム子会社を
2012年4月からNRIグループに迎えました。このほか、㈱資生堂の
オンラインビジネスの実現を、企画からシステム構築まで支援す
るなど、プライムアカウント戦略の成果が見えてきました。
　今後は、プライムアカウント戦略と並行して、顧客企業のIT部門
の構造改革支援などのアプローチも取り入れ、数社を重点営業先
として、集中的に提案していく計画です（特集P.28ご参照）。

Question 4

産業関連分野の拡大
の進捗状況はいかが
ですか？

※3：
顧客単位で、過去・現状の取引状況や
複数口座の状況をスピーディに参照で
き、資産運用の相談業務や新金融商品
の提案型営業に役立てられるフロント
オフィスのソリューション。

※4：
NRIは、㈱セブン＆アイ・ホールディング
スの情報システムを長年手がけている
ほか、大手卸、ホームセンター、アパレ
ル企業なども顧客としており、消費財
の製造・物流・販売業務のITソリューショ
ンに精通している。

リンク

投資情報サービス

リンク

コンサルティングツール

営業担当者が遂行する業務に関して、シームレスな連係を実現

リンク

基幹系業務システム
STAR

顧客管理

見込客
接触履歴
収集情報

業務系情報照会

顧客属性
取引・預り

レポート

保有資産
レポート

コンサルティング

アセット
アロケーション
提案書作成

投資情報

時価
ニュース

外交先対応

提案ツール
モバイル対応

リンク

DWH（データウエアハウス）
社内システム など

NRIアドバイザープラットフォーム

営業担当者の業務

●NRIアドバイザープラットフォームのコンセプト　
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　中国・アジア地域での事業を強化・拡大することを目標に掲げ、
コンサルティングとITソリューションの両面でサービスを提供でき
る体制づくりを進めてきました。コンサルティング事業では、2011

年11月にインドに現地法人としてNRIインドを設立、あわせて現地
の調査会社であるMarket Xcel Data Matrix Pvt. Ltd.への出資と
業務提携をおこないました。日本企業のインド進出ブームとも重
なり順調な滑り出しとなっています。2013年1月には、タイに現地
法人を設立しており、今後が楽しみです。ITソリューション事業で
は、日系の製造業、卸売業企業のASEAN地域の販売拠点や生産
拠点に対し、グローバルSCMソリューション※5をASP形式で提供
するサービスが順調に拡大しています。
　当面のターゲットは海外進出する日本企業のサポートですが、
実績が増えるにつれて、まずはコンサルティング事業から、現地企
業・政府からの受注も拡大したいと考えています。拠点整備や人
材育成を先行して進めており、徐々に海外事業の比率を高めるこ
とを目指しています（特集P.29ご参照）。

※5：
海外に進出した日本企業を対象とす
る、各種業務支援システムのアウトソー
シングサービス。ERP（統合業務パッ
ケージ）を核とした基幹業務の支援に
はじまり、グローバルな業務情報共有、
サプライチェーンの可視化、企業間の
データのやりとりといったソリューショ
ンを提供している。

Question 5

中国・アジア事業の
強化・拡大については
いかがでしょうか？

●グローバルSCMソリューション

日本企業の海外工場や
販売拠点を中心に約66社、
122拠点(15ヵ国）に
導入（2013年3月現在）
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　2012年11月、東京都多摩地区に東京第一データセンターを開
業し、順調に稼働しています。最新鋭かつ環境にも優しい施設で、
業界標準ビジネスプラットフォーム（共同利用型サービス）を支え
る「NRI金融クラウド」の拠点として活用していきます。金融クラウ
ドとは、金融向け業界標準ビジネスプラットフォームのIT基盤の
クラウド化を意味し、高いレベルの品質とコストの効率化を同時
に実現するサービスです。
　関西地区にも2つ目のデータセンター建設を予定しており、主
にBCP/DR※6拠点として活用する予定です。
　IT基盤は、NRIのビジネスモデルを支える重要な付加価値のひ
とつとして、耐災害性や情報セキュリティなどに高品質を求められ
る金融業界のレベルをターゲットに品質を高める予定です（特集
P.26～27ご参照）。

　株主還元については、連結配当性向として3割程度を目安に、適
正かつ安定的な配当をおこなうことを基本方針としています。企業
価値向上に向けた資金の活用策としては、業界標準ビジネスプラッ
トフォームへの投資や、顧客拡大に向け、顧客のIT資産を買い取る
ことによるアウトソーシング受託や、新たなアライアンスなどを計
画しています。主に事業投資に活用することで持続的な高成長を
目指したいと考えています。その上で、資金の余裕があるようであ
れば、さらなる株主還元を検討していきたいと思います。
 「Vision 2015」の実現に向け、強みを活かせる分野へ集中して
成長を図るとともに、NRIらしい「グローバル」展開、斬新な発想・
発信力をもつ魅力的な「人材」、社会や企業の将来にとって価値
のある提案をし続ける、NRIの姿勢を表す企業理念である「未来
創発」の力を高めていきます。長期的発展を見据えた取り組みは
企業価値とともにブランドの向上につながり、株主の利益にも適
うと考えています。

Question 6

データセンターの新
設など、IT基盤の競争
力強化にも注力され
ていますね。

Question 7

株主還元策を含め、投
資家へのメッセージ
をお願いします。

※6：
BCPはBusiness Continuity Plan（事
業継続計画）、DRはDisaster Recovery
（災害復旧）の略で、大地震などの非
常事態に対して事業を継続するための
準備・対応策を指す。
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谷川 史郎  取締役 専務執行役員

石橋 慶一  代表取締役副社長

室井  雅博  代表取締役副社長

石橋 慶一  代表取締役副社長

沢田 ミツル  代表取締役 専務執行役員
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コンサルティング

金融ITソリューション

コーポレート

IT基盤サービス

産業ITソリューション

「Vision 2015」の成果と
強みを活かした成長戦略

コンサルティング領域の拡大により
成長を加速

IT投資需要を確実にとらえ、業界標準
ビジネスプラットフォームをキーワードに
事業拡大を図る

強みを活かして、顧客基盤の拡大を目指す

先端的な情報技術や生産技術の研究・活用、
高機能なデータセンターを提供

「Vision 2015」の推進を
強力にサポート

セグメント管掌役員からのメッセージ
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社会や産業、企業の今をとらえて、その先へと導く

ノウハウを最大限に活かし、金融業界をITサービスで支える

安全と信頼、先端技術を追求し続ける

事業環境の変化に素早く対応し、事業部門の成長を支える

フロンティア領域の拡大で事業ポートフォリオを厚くする

　コンサルティングサービスは、国内約900名のコンサル
タントが活動しており、質量ともに日本最大規模を誇ってい
ます。海外ではアジアを中心に６ヵ所に事業所を開設し、約
100名の現地コンサルタントが活躍しており、拠点のサービ
ス機能の強化を進めています。
　コンサルティングサービスに対する顧客企業のニーズは、
これまでの経営戦略の策定に加え、顧客の業務改革をサ

　共同利用型サービス「STAR」は野村證券㈱が採用を決め
たことで、業界標準ビジネスプラットフォームとしての地位
が確固たるものとなりました。特に証券分野や資産運用分
野には、豊富なノウハウや実績を武器に、NRIが提供する業
界標準ビジネスプラットフォームが多数あります。情報シス

　システム開発から運用アウトソーシング、共同利用型サー
ビスの提供などのNRIのソリューションを、IT基盤の面から支
えています。
　データセンター事業では、拡大する共同利用型サービス
事業でのデータセンターやBCP/DR需要を確実にとらえてい
きます。2012年11月に開業した東京第一データセンターな

　事業環境は刻々と大きく変化しています。それにともな
い、組織体制や人材リソースも柔軟に適応することが必要で
す。海外拠点の増加に対応して、現地での人材採用・育成や
グローバル人材育成のための研修制度をさらに充実するな
ど、様々な取り組みをおこなっています。

　産業分野での顧客基盤拡大が中長期的な重要テーマで
す。これまで、NRIが強みをもつコンシューマ・インダストリを
はじめとする分野に集中的にアプローチして「プライムアカ
ウント戦略」を推進し、複数社の大型案件を獲得するなどの
成果がありました。今後さらに、数社を重点営業先として集
中的な提案活動を展開していきます。加えて、コンサルティ

ポートし、ともに実現していくスタイルに変化しています。そ
のため、新しい業務を顧客と一緒に設計できる業務コンサル
ティング能力とそれらの業務を支えるシステムコンサルティ
ング能力の重要性が高まっています。NRIでは、業務コンサ
ルティングとシステムコンサルティングをセットで提供でき
る強みを活かして、顧客企業の競争力拡大を支援していき
ます。

テムの「所有から利用へ」の流れも追い風に、NISAなどの制
度改正に素早く対応できる体制などの強みを活かして、さら
に事業を拡大していきます。また、銀行分野や保険分野など
でも新サービスのラインアップ拡充に注力していきます。

どに、「NRI金融クラウド」構築を推進しており、金融機関の
要求レベルに応えるクラウド型IT基盤サービスの提供により
基盤コスト競争力を強化していきます。また、BCP/DR拠点
として関西地区に新たなデータセンター建設を計画してい
ます。

　また、NRIの大きな強みのひとつでもあるサービスの信頼
性、品質のさらなる向上も重要な目標のひとつです。コーポ
レート部門がこれらを強力にサポートすることで、NRIの成長
に貢献していきます。

ング部門との連携による、顧客企業のIT部門構造改革支援
も展開していきます。



22

N
om

ura Research Institute, Ltd.

業界標準ビジネスプラットフォームの拡大
特集①
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NRIだから可能な高付加価値サービス

　NRIの共同利用型サービスの大きな強みは、顧客が
業務を遂行するために必要な情報システムの標準化
です。
　NRIは、前身のひとつである野村コンピュータシステ
ム㈱の時代から、長年、野村證券㈱の情報システムの
構築を手がけてきました。証券共同オンラインシステ
ム「STAR」は、そこで蓄積した業務知識とノウハウを活
かして、証券会社で標準的に必要とされる機能を集約
したシステムとして開発され、1974年に稼働しました。
共同利用型サービスの先駆けともいえます。

 「STAR」は、40年以上にわたって開発とバージョン
アップを繰り返してきた、NRIの代表的な共同利用型
サービスで、リテール証券会社向け総合バックオフィス
システムです。準大手・中堅の証券会社など多くの顧客
にご利用いただいており、デファクトスタンダードのビ
ジネスプラットフォームとなっています。
　証券業界が求める先端機能、拡張性、信頼性、そして
セキュリティ。これらもNRIの共同利用型サービスの特
徴です。高いレベルの品質を求める金融機関の要求に
応えるサービスは、自社のデータセンターで運用するこ
とで実現しています。IT基盤も重要な付加価値のひと
つとなっているのです（P.26～27ご参照）。

独自のビジネスモデル

NRIが情報サービス業界の中で高い評価をいただいている理由
のひとつが、独自のビジネスモデルである業界標準ビジネスプ
ラットフォーム（共同利用型サービス）です。これは、各業界におけ
る標準的な業務に必要な情報システムを自主開発し、複数の顧客
にサービスとして提供するものです。導入企業は、自前でのシステ
ム構築に比べ費用を抑えることができるなどのメリットを享受でき
ます。
共同利用型サービスの高い付加価値の源泉となっているのは、長
年のシステム構築で培った業務知識とノウハウです。特に証券業
をはじめとする金融業界での蓄積は大きな強みです。これらの蓄
積を活かし、共同利用型サービスとして多くの顧客に提供すること
は、NRIの高い収益性にも貢献しています。「Vision 2015」におい
て共同利用型サービスの拡大は主要な柱のひとつです。その着実
な進展についてご紹介します。

情報システムの「所有から利用へ」の
流れで高まるニーズに応える
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制度改正にも万全の対応

　業界で標準的に必要とされる機能を集約したシステ
ムを、共同利用型サービスとして多数の顧客に提供し
ています。複数社が共同で利用することで、顧客はITコ
ストを低減することができるのはもちろんのこと、制
度改正に個別で対応する必要がなくなります。情報シ
ステムの制度改正対応は、企業にとって技術的にも費
用的にも大きな負担となります。NRIが責任をもって対
応し共同利用型サービスとして提供することで、顧客
にとっても大きなメリットとなります。
　NRIに蓄積されたノウハウをベースとした共同利用型
サービスの強みは、制度改正などに迅速かつ確実に対
応できる体制にもあるのです。

様々な業界で多数の顧客

　証券・資産運用業界でデファクトスタンダードの地位
を確立しているNRIの共同利用型サービスは、「STAR」
のほかにも多くあります。ホールセール証券会社向け
総合バックオフィスシステム「I-STAR」、投資信託運用
会社向け信託財産管理システム「T-STAR」などがあげ
られます。また、投資信託窓口販売口座管理システム
「BESTWAY」は銀行業で、自賠責共同代理店システム
「e-JIBAI」は損保業界で、いずれも多くの顧客にご利用
いただいています。
　情報システムの「所有から利用へ」の流れ※が強ま
り、共同利用型サービスの事業機会がさらに拡大して
いることも、NRIの中長期的な成長にとって追い風に
なっています。

※日本企業は、情報システムについて、自社独自のシステム開発をお
こなうケースが多かったが、近年はコア部分に経営資源を集中すべ
く、データセンターや汎用アプリケーションサービス、アウトソーシ
ングなど社外のサービスを利用する傾向が強まっている。

運用アウトソーシング

システムインテグレーション

コンサルティング

NRIが自主開発したシステムを複数の顧客に提供するサービス
金融分野

（注） 1. 利用社数は2013年3月末現在
 2. STARは部分利用を含む社数
 3. I-STARはサブシステムを除く社数

・煩雑な制度改正にも迅速に対応
・主にNRIのデータセンターにあるシステムを共同利用型
サービスとして提供
・利用料方式で、顧客のニーズにあった機能を選択して利用可能

共同利用型サービスの例

STAR
リテール証券会社向け
総合バックオフィスシステム 51社

I-STAR
ホールセール証券会社向け
総合バックオフィスシステム 25社

T-STAR
投資信託運用会社向け
信託財産管理システム 70社

BESTWAY
投資信託窓口販売
口座管理システム 107社

注2

注3

STAR

I-STAR

T-STAR

BESTWAY

共同利用型
サービス

共同利用型サービス
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野村證券の採用で業界標準としてのステータス向上

 「STAR」は2013年1月に野村證券㈱への提供が始ま
り、新たな段階を迎えました。
　これまでも「STAR」は、多くの顧客にご利用いただ
いてきましたが、準大手・中小証券会社中心でした。
今回、野村證券㈱がバックオフィスの基幹系業務シス
テムに「STAR」を採用したことを機に、約2年をかけて、
「STAR」の機能を大幅に拡充したことで、業界最大手の
ニーズにも対応し得るスペックとなったといえます。
　この結果、他の大手証券会社への展開が可能となっ
ただけでなく、既存顧客へのサービスレベルも向上し
ました。“業界標準システム”としてのステータスがさら
に向上したといえます。

NISA等の制度変更も追い風に

　現在、日本の金融業界は、2014年1月の「NISA（少
額投資非課税制度）」導入という大きな制度変更が控
えています。情報システムの新制度対応は、各金融機
関にとって個別に対応することは大きな負担であり、
これら制度変更への対応を追加サービスとしてNRI
が責任をもって提供する「STAR」の魅力が高まってい
ます。
　単なるコスト削減ではなく、信頼でき、制度変更にも
即応できるサービスが欲しい――こうしたニーズの高
まりに対応すべく、一層「STAR」の事業拡大に注力して
いきます。

共同利用型サービスの新たな事業展開

共同利用型
サービス

SI部品
としての利用
（部分利用）

アウトソーシングでの利用
（自社システム）

STARは、共同利用型サービス、オーダーメード
型のアウトソーシング形式、自社システムに組
み込むSI部品としてなど、様々な形で利用でき
ます。

STARの活用範囲拡大

2008年度～

他大手証券会社への
展開

準大手～中小証券
東海東京証券（2008）

SMBCフレンド証券（2010）
丸三証券（2011）

準大手～中小証券
51社

業界最大手
野村證券

（2013年1月）

野村證券

準大手～中小証券

～2012年 2013年1月 ～数年後

（注）

引き合いが増加

制度改正対応
・NISA等

NISA等の大規模制度変更対応等で引き合いが増加

（注） 2013年3月末時点のSTAR利用社数（部分利用を含む）

STARの事業展開
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地方銀行のネットバンキングを担う「Value Direct」

　共同利用型サービスは、対象とする業界や業務を拡
大して、NRIの成長に貢献しています。
　NRIが目指している銀行業界への本格展開の第一歩
として、インターネットバンキングソリューション「Value 

Direct」の地方銀行などへの採用が順調に進んでいま
す。個人を対象としたインターネット取引で先行する証
券分野のノウハウをインターネットバンキングに応用し
て、好評を得ています。銀行の基幹系業務システムを数
多く手がける日本ユニシス㈱との共同営業も効果を発
揮しています。
　このほか、保険業界を対象とした共同利用型サービ
スの拡充も進めており、自賠責契約管理システムである
「ins-CALI」（2012年8月提供開始）がすでに複数社で
採用されています。

事務処理から営業支援へ

　これまでNRIの共同利用型サービスは、バックオフィ
ス業務を主な対象としていましたが、顧客の資産運用
相談業務や各種金融商品の提案型営業業務（フロント
系業務）を支援する金融機関向けソリューション「NRI
アドバイザープラットフォーム」を開発し、2013年1月よ
り野村證券㈱への提供を開始しました。
　これにより、バックからフロントまでお客様へのワン
ストップサービス提供が可能になりました。フロント系
業務の共同利用型サービスは開拓の余地が大きく、さ
らに「STAR」との親和性をアピールすることで、今後の
顧客拡大に大きな期待を寄せています。

サービスラインアップの拡充

既存サービスの
顧客基盤拡大

STAR

I-STAR

既存サービス
周辺事業拡大

BPO事業

ins-CALI

新規分野開拓

Value Direct

BESTWAY

フロント系業務
サービス拡充

NISA対応
STAR

I-STAR

T-STAR

BESTWAY

e-JIBAI

NRIアドバイザー
プラットフォーム

ネットトレード
システム

既存の強力なサービス

海外拠点向けホールセール証券バックオフィスソリューション

資産運用会社向けグローバルバックオフィスソリューション

インターネットバンキングソリューション

自賠責契約管理システム

提案型営業業務を支援する金融機関向けソリューション

新日銀
ネット対応

NISA対応

I-STAR/GV

T-STAR/GV

Value Direct

ins-CALI

NRIアドバイザー
プラットフォーム

共同利用型サービスの新ラインアップ

共同利用型サービスの事業領域拡大
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IT基盤の競争力強化

企業活動の生命線を担う

　NRIが提供する共同利用型サービスや顧客から個別
に運用を受託する情報システムは、安定して稼働する
ことが絶対条件です。顧客の事業継続に必要不可欠な
情報システムを任されているからです。
　NRIは首都圏に3ヵ所、関西地区に1ヵ所あるデータ
センターを活用し、情報システムの安定運用を支えて
きました。いずれもデータセンターに求められる高い耐
火・耐震性や、情報漏えいおよびトラブルを防ぐ高度な
セキュリティ・監視体制を実現、顧客の信頼に応えてい
ます。

高付加価値のサービスを提供

　BCP/DRの重要性の高まりやクラウドコンピューティ
ングなどへのニーズから、データセンターに求められる

条件は、さらに多様で高度なものとなってきています。
具体的には、BCPに不可欠な重要なデータを、大規模な
災害や障害から守るという安全性や、事業環境の変化に
ともなう情報システムの変更要請への柔軟な対応（拡
張性）、環境負荷の低減（環境性能）、さらに、セキュリ
ティや信頼性などが挙げられます。
　これらの変化に対するNRIの答えが、東京第一デー
タセンターであり、関西地区新データセンターです。東
京第一データセンターは、共同利用型サービスや「NRI
金融クラウド」の中核拠点として、関西地区新データセ
ンターは、BCP/DRの需要増加や関西地区の需要に応
える拠点として位置付けられています。データセンター
は、NRIのビジネスモデルを支える重要な付加価値のひ
とつとなっています。

ビジネスモデルを支える重要なファシリティ

情報システムの運用においては、BCP/DR※がより重要な課題と
なっています。また、クラウドコンピューティングやビッグデータな
ど新技術への対応ニーズも高まっています。これらに応えNRIの
ITソリューションの競争力をさらに高めるために、2012年11月に
5番目となる東京第一データセンター（T1DC）を開業しました。ま
た、関西地区に新たなデータセンターの建設を計画しています。
T１DCは最高水準の設備と柔軟な拡張性を備えた最新鋭のデータ
センターです。最高度の信頼性が求められる金融機関向けの情報
システムにも対応し、顧客に万全の安心感と変化への迅速な対応
を提供するIT基盤として、重要な位置付けを担っています。
※BCPはBusiness Continuity Plan（事業継続計画）、DRはDisaster Recovery（災害復旧）の略で、大地
震などの非常事態に対して事業を継続するための準備・対応策を指す。

最新鋭データセンターが
NRIのビジネスモデルを支える

特集②
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「金融品質」を提供する新拠点

　2012年11月、第5番目の自社データセンターとし
て、「金融品質」を標榜する東京第一データセンター
（T1DC）が開業し、順調に稼働しています。
　証券会社や銀行などの金融機関では、情報システム
の安定稼働や情報セキュリティにおいて、特に高いレベ
ルの品質が要求されます。その厳しい要求レベルに応
えるサービスを提供することが、NRIにとっての「金融
品質」です。

共同利用型サービスや「NRI金融クラウド」の拠点

　T1DCの「金融品質」実現は、2年間の立地調査に始
まります。地震・津波に耐える地盤と標高、緊急時に都
心から即応できる30km圏に適地を選定。ここに、金融
機関に適用される安全対策基準に準拠した建築仕様
および耐震性、さらには縦揺れを軽減する最新の免震
技術を盛り込んで、T1DCを建設しました。
　NRIは、T1DCと横浜第二データセンターに「NRI金融
クラウド」の構築を推進しており、金融業界向け共同
利用型サービスを同センターのクラウド基盤に移転し
ていきます。IT基盤クラウド化によるコスト効率の向上
で、基盤コスト競争力を高めます。

　さらに、日本のデータセンターでは初となる、金融
情報システムセンター（FISC）安全対策基準にも準拠
したSOC2保証報告書（米国公認会計士協会ガイダン
ス）を提供します。これにより、顧客は、安全、高品質な
データセンターサービスの利用を保証されたことにな
り、ステークホルダーへの説明責任が果たせるととも
に、T1DCの内部統制の詳細把握が可能となり、効率的
かつ有効的な外部委託業務管理につながります。この
ような取り組みで、強みをもつ金融分野でのさらなる事
業拡大を支えていきます。

事例紹介：東京第一データセンター開業

関西地区

関西地区新データセンター(予定)
大阪府北摂地域（土地取得完了）

大阪データセンター
竣工： 1992年
延床面積： 18,695 m2

受電能力： 約1万KVA

関東地区

東京第一データセンター
2012年11月開業
延床面積： 38,820 m2

受電能力： 約4万KVA

日吉データセンター
竣工： 1985年
延床面積： 20,820 m2

受電能力： 約1万KVA

横浜第一データセンター
竣工： 1990年
延床面積： 20,480 m2

受電能力： 約1万KVA

横浜第二データセンター
竣工：  2007年
延床面積： 15,888 m2

受電能力： 約1.5万KVA

NRIのデータセンター

金融機関の要求レベルに応えるクラウドサービスの提供

T-STAR
（予定）

BESTWAY
（予定）

サーバ・ストレージ
ＤＲネットワーク

共用ネットワークリソースレイヤ
金融
NRI Cloud

東京第一
データセンター

横浜第二
データセンター

BCP/DR
関西地区新データセンター

NRI金融クラウド
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　NRIは、金融業向け事業に大きな強みをもち、ここ数
年売上高構成比は60％超で推移しています（P.4ご参
照）。中長期的に安定した成長を目指すためには、特定
の分野への依存から脱却するための第2・第3の収益の
柱を育てることが必要です。
　NRIは「Vision 2015」で産業分野の事業拡大を重点
方針のひとつとしています。これまで、産業分野の業界
を代表する企業に対してコンサルティングとITソリュー
ションの両部門が連携して提案活動をおこない、大型
ソリューション案件の獲得を目指すプライムアカウン
ト戦略を展開してきました。NRIが強みをもつ分野（コ
ンシューマ・インダストリ※など）に集中してアプローチ
し、成果が表れてきています。具体的には、日本を代表
する食品会社である味の素㈱と戦略的業務提携を締

結し、同社のシステム子会社を新たにNRIグループに迎
えました（下記「事例紹介」ご参照）。また、化粧品会社
大手の㈱資生堂が2012年4月に開始したオンラインビ
ジネスの実現を、事業モデルの企画からシステム設計・
開発、監視まで支援したほか、大手通信会社向けの事
業も拡大しています。

プライムアカウント戦略で事業拡大

強みをもつ分野へフォーカスし、
顧客基盤拡大

　プライムアカウント戦略と並行して、NRIの強みを活
かした新たな切り口でのアプローチも強化します。
　ひとつは顧客企業のIT部門の構造改革支援です。環
境の変化やIT技術の進展が著しい中で、IT戦略策定や
情報システム刷新を各企業が独力で遂行することは難
しくなっています。NRIのシステムコンサルティングとIT
ソリューションの実績を活かして、顧客のIT部門の支援
を広げていきます。

　もうひとつは、顧客企業のグローバル事業展開にと
もなうシステム構築支援です。中国・アジア地域で拠点
網を拡充し（P.29ご参照）、顧客のサポートニーズへの
対応力を強化していきます。
　さらにERP（統合業務パッケージ）導入支援も武器
に、既存顧客向け事業の拡大に加え、新規顧客の獲得
を進めていきます。

顧客基盤拡大の次のステップへ

事例紹介：NRIシステムテクノ

戦略的業務提携・顧客基盤拡大のモデルケース
　2012年2月、NRIは味の素㈱とITサービスにおける戦略的業務提携を締結しました。同年4月1日付で味の素
㈱のシステム子会社・味の素システムテクノ㈱の株式51％を取得、NRIシステムテクノ㈱としてNRIグループの一
員としました。現在は国内を中心に、味の素グループの情報システム全般をサポートしています。
　味の素㈱のシステム子会社であった同社のもつ業界・業務に関する経験・ノウハウと、NRIのコンサルティン
グおよびITソリューションの力を融合し、総合力を高めることで、味の素グループの事業競争力を高めるITの実
現に広く貢献していきたいと考えています。

資生堂

通信会社

味の素

流通 製造 サービス 通信 その他

・ＩＴ部門構造改革支援

今までの
成果例

・プライムアカウント戦略

・ＥＲＰ事業拡大

・グローバル事業展開支援

既
存
顧
客
向
け
事
業
拡
大・

新
規
顧
客
開
拓

特集③

※流通業や消費財製造業など、消費者と直接接点を持つ産業
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特集④

　NRIは、これまで国内の顧客向けサービスを中心に
事業を拡大してきましたが、さらなる成長のためには、
成長領域として国内だけでなく海外事業の拡大も重
要です。成長著しい中国・アジア地域への積極的な事
業展開を計画する日本企業が多く、システム面でのサ
ポートニーズが高まっています。また、現地企業や現地
政府には、NRIが日本国内で培ってきたコンサルティン
グノウハウに対する高いニーズがあります。
　このような経緯から、NRIは「Vision 2015」で中国・
アジア地域での事業を強化・拡大することを目標に掲

　2013年3月期は、特に拠点の拡充・再編が大きく加
速しました。2012年4月に、物流および流通業界向け
のコンサルティングやITソリューションサービスを展
開するため、インドネシアに事務所を開設しました。7
月には、インド現地IT企業の子会社化（NRI Financial 

Technologies India）をおこない、金融機関のグローバ
ル事業の支援体制を強化しました。さらに、2013年1月
に、自動車産業を中心とする製造業およびサービス業
向けのコンサルティングやITソリューションサービスを
提供するため、タイに現地法人（NRIタイ）を設立しまし
た。また、支店の現地法人化なども進めました。

げ、コンサルティングとITソリューションの両面でサー
ビスを提供できる体制づくりを進めてきました。
　これまで、コンサルティングサービスでは、現地政府
や日系企業に加え、通信・流通分野などの現地企業向
け事業を開拓してきました。ITソリューションサービス
では、㈱セブン＆アイ・ホールディングスの北米やアジ
ア地域などでの事業展開の支援や、製造業、卸売業の
海外拠点にグローバルSCMソリューションを導入する
など、日系企業のグローバル展開の支援などを推進し
てきました。

　シンガポールの現地法人（NRI APAC）をアジア事業
展開の中核拠点として位置付けて、アジアにおける一
体的な事業運営サポート体制を整え、事業拡大を支え
ています。
　今後、コンサルティングサービスは、日本での長年の
経験を活かし、安定した顧客基盤づくりを進め、アジ
アNo.1コンサルティングファームを目指していきます。
ITソリューションサービスについては、日系企業の海外
進出への支援をさらに推進するとともに、現地企業に
もサービスを広げていきます。

中国・アジア地域に積極展開

海外拠点の体制強化で、さらなる事業拡大へ

コンサル・ITの両面で事業展開を加速する

NRI北京

NRIソウル

NRI大連

NRIアジア・パシフィック（NRI APAC）

NRIヨーロッパ

モスクワ支店

（2013年7月5日現在）
（　）内は開設年月

NRIアメリカ

NRIアメリカ
ダラスオフィス

NRI台湾

 NRI APAC マニラ支店

NRIタイ

 NRI APAC
ジャカルタ駐在員事務所

NRI上海

NRI・パシフィック

NRIインド

NRI Financial Technologies India

NRIセキュアテクノロジーズ 北米支店

NRI香港
NRIヨーロッパ
ルクセンブルク支店

NRIの海外拠点
NRI上海 北京支店

NRI北京 上海支店

（2002年10月）

（1995年4月）

(2010年9月)

（1984年7月）

（1972年11月）

（2008年10月）

（1967年1月）

（2008年8月）
（1994年8月）

（1997年9月）

（2013年1月）

（2012年4月）

（2002年7月）

（1994年4月）

（2011年11月）

（2012年7月）

（2009年4月）

（1976年1月）

（2013年2月）

（2005年10月）

（2005年8月）
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攻めのCSR
本業を通じて
社会への責任を果たす

守りのCSR
社会との
信頼関係を築く

NRIらしい
社会貢献

私たちは、人々の心にとどく社会貢献を通
じて、社会とのきずなを深めるよう努めま
す。NRIらしいきずなづくりを推進するため
に、新しい社会を洞察するための情報を発
信し、次世代社会を担う若者や経営者の育
成を支援します。そして、ステークホルダー
とともに、より良い社会の枠組みづくりに積
極的に取り組みます。あらゆる機会を通じ
てステークホルダーとのコミュニケーショ
ンを図り、本業での確かなCSR活動を内外
にわかりやすく伝えます。

［重点項目］情報発信、人づくり、社会づくり

私たちは、本業の遂行に際して、間違いや不正が起こらないように細心の注意を
払います。社会との信頼関係を築き、NRIグループの企業価値を守るために、あ
らゆる法令を遵守することはもちろん、社会・文化的モラルにもとる行為をおこ
ないません。そのために、次のような具体的な制度、体制を整備し、徹底します。

［重点項目］コーポレート・ガバナンス／内部統制、リスク管理、コンプライア
ンス、品質管理、情報セキュリティ管理、知的財産権管理、環境への配慮

私たちの社会的責任の第一は「本業を通じて社会への責任を果たす」ことにあります。それは
「未来社会のあり方を洞察」し、「社会を支える情報システムをつくる」ことです。ナビゲーション
×ソリューションという私たちの事業内容そのものの着実な遂行にほかなりません。私たちは、
「顧客の競争力・業績の向上」と「日本と世界の持続的成長」に貢献することで、より良い未来社
会を創発します｡

［重点項目］事業活動、研究開発

心にとどく社会貢献を目指す

3つのCSR活動
──本業の責任、社会へのきずな

　NRIグループは、第一に本業を通じて社会への責任を果たすことを目指します。同時に、本業
の遂行に間違いや不正が起こらないよう留意し、社会との信頼関係の構築に努めます。本業にお
ける日々の確かな積み重ねこそ、NRIグループのCSRが目指すものです。そして、人々の心にと
どく社会貢献をおこなうことで、ステークホルダーとの深いきずなを構築します。

NRIグループのCSR方針

http://www.nri.co.jp/csr/index.html
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　NRIは未来に向けた提言をより広く社会に発信するた
め、株主、顧客、そして一般の方々を対象に、セミナーや
フォーラムを開催しています。
　なかでも特に大規模なのが、2003年から毎年開催して
いる「未来創発フォーラム」です。2012年10月には、「新し
い可能性への挑戦。」と題して、東京・名古屋で開催し、合
わせて約3,500名の方が来場されました。
　このフォーラムでは、外部有識者やNRI社員が登壇し、
講演やパネルディスカッションをおこないました。「社会
全体が大きな転換期を迎える中、直面する課題を乗り越
えて、新たな可能性やイノベーションを生み出していくた
めに、何ができるのか、何に挑戦すべきなのか。」につい
て、facebookや会場からの意見も参考にしながら、パネ
ルディスカッションを展開しました。当日の模様の一部は、
Ustreamで配信しています。

　NRIは、将来の日中関係を支えていく人材育成を支援す
る目的で、毎年1回、北京において日本語を学ぶ大学生に
よるスピーチコンテスト（清華野村杯・日中経済プレゼン
大会）を主催しています。
　2007年に清華大学内に設立した清華大学・野村総研
中国研究センターが、現地の日本語教師らの協力を得て
コンテストを開催しています。2013年3月のスピーチの
テーマは、「ここがスゴイぞ、中国人」。日中間の友好と相
互理解を深めるために、学生たちには、思い切り自分たち
の自慢話をしてもらいました。身近で人間関係を大切にす
る中国人を取り上げるなど、出場した学生たちにとって、
日頃の日本語の勉強の成果を公表する場となりました。
この活動は、日中のメディアなどに多数取り上げられまし
た。NRIは国内のみならず、中国をはじめアジアの「人づく
り」支援もおこなっています。

NRIらしい社会貢献

「未来創発フォーラム2012」　
会場を埋め尽くした来場者（東京）

清華野村杯・日中経済プレゼン大会の様子パネルディスカッションの様子（名古屋）

　NRIグループのステークホルダーは、「顧客」「社員・家族」「株主・投資家」「ビジネスパートナー」
を中核とし、「消費者」「メディア」「地域社会」「業界団体・同業他社」「行政」「教育・研究機関」「学
生」「NGO・NPO」に至る広がりをもっています。ステークホルダーごとの特性に応じたコミュニ
ケーションを緊密に保ちながら、より良い未来社会の創発と、社会とのより強い信頼関係の構築
につなげていきます。

ステークホルダーとの関係

社会や企業経営の課題とその解決を
テーマとしたセミナーやフォーラムの開催

北京「清華大学」で大学生の日本語学習を
支援
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コーポレート・ガバナンスの基本的な方針

　NRIは、企業価値の向上に向けて、業務執行における迅速かつ的確な意思決定と、全てのステークホルダーに対
して透明性の高い公正で効率的な経営を実現することがコーポレート・ガバナンスの重要な目的と考えています。
監査役会設置会社であるNRIは、監査役・監査役会の機能を有効に活用しつつ、コーポレート・ガバナンスをさらに充
実させるための体制を以下のとおり構築しており、当社のコーポレート・ガバナンス体制は有効に機能していると考
えています。

 

株主総会の充実に向けた取り組み

　株主総会の活性化と議決権行使の円滑化のため、より多くの株主に出席いただける株主総会開催日の設定や、招
集通知の早期発送、インターネットによる議決権行使制度の導入や機関投資家向け議決権電子行使プラットフォー
ムへの参加をおこなっています。また、株主総会後に経営報告会を実施し、主に個人株主向けにNRIの状況や今後の
取り組み等を伝える場を設けるなど、株主とのコミュニケーションを向上させるための活動にも取り組んでいます。

経営・執行体制

　NRIの取締役は社外取締役3人を含む9人です。任期を1年とし、経営環境の変化に迅速に対応できる経営体制を
確立するとともに、各年度における経営責任を明確にしています。社外取締役を招聘することにより、取締役会の一
層の活性化と公正で透明性の高い経営の実現を目指しており、その人選については、独自性に加え、NRIの業務執行
を客観的な視点で監督するにふさわしい豊富な経験と高い見識を重視しています。

株主総会

報酬諮問委員会 

統合リスク管理会議

コンプライアンス会議

システム開発会議

システムリリース会議

データセンター運営会議

事業評価会議

情報開示会議

経営会議

危機管理会議

監査役室

統合リスク管理部

主管部署

取締役会（取締役） 監査役（監査役会）

リスク管理担当役員

会計監査人

本社機構

リスク管理統括部署

リスクごとに
主管部署を設置

事業部門 

指導
サポート
モニタリング   

選定・監督

取締役の
選任・解任

会計監査人の
選任・解任

監査役の
選任・解任

監査 会計監査

報告

業務推進委員会

子会社

代表取締役社長 内部監査室

部
門
内
管
理
部
署

部・室

指導
サポート
管理 

指導
サポート
管理 
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　取締役会は、月1回開催するほか、必要に応じて随時開催しています。 NRIは、業務執行の権限および責任を大幅
に執行役員に委譲しており、取締役会はもっぱら全社レベルの業務執行の基本となる意思決定と業務執行の監督を
担当しています。また、取締役会の諮問機関として、社外の有識者で構成される報酬諮問委員会を設置しています。
　取締役会の決議により選任された執行役員は、取締役会が決定した方針に基づき業務を執行しています。事業活
動の総合的な調整と業務執行の意思統一のため、代表取締役4人を中心に執行役員等が参加する経営会議を週1回
開催し、経営全般の重要事項の審議をおこなっています。

監査体制

　監査役は、社外監査役3人を含む5人※であり、取締役会その他の重要な会議に出席するほか、必要に応じて役職
員に対して報告を求め、取締役の職務執行に関して厳正な監査をおこなっています。社外監査役については、監査体
制の中立性・独立性を確保するため、取締役の職務執行を客観的な立場から監査し、公正な視点で意見形成ができ
る人材を選任しています。監査役会は、監査の方針その他監査に関する重要事項の協議・決定および監査意見の形
成・表明をおこなっています。監査役は、会計監査人から監査計画、監査実施状況の報告を受けるほか、NRIの内部監
査部門である内部監査室から内部監査結果の報告を受けるなど、会計監査人および内部監査室と連携して監査を
進めています。また、監査役は、各種規程の遵守状況のモニタリング結果等の内部統制の状況に関する報告を、リス
ク管理統括部署から適宜受けています。監査役による監査が実効的におこなわれることを確保するため、監査職務
を支援する監査役室を設置しています。監査役室の人事については、代表取締役または人事担当役員が監査役室の
独立性に留意し監査役と協議し決定しています。
※ 監査役 安田莊助は、公認会計士および税理士の資格を持っており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しています。

役員報酬

【役員報酬等の額】

　2013年３月期における役員の報酬等の額は次のとおりです。

区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数（人）基本報酬 賞与 ストックオプション その他

取締役
（社外取締役を除く） 462 275 104 79 2 10

監査役
（社外監査役を除く） 83 67 15 ̶ 1 3

社外役員 85 77  7 ̶ 0 5

(注) 1. 上表の「対象となる役員の員数」には、在任者数ではなく、報酬等の支給対象者数を記載しています。
 2. その他には、確定拠出年金の掛金および傷害保険の保険料を記載しています。

【取締役の報酬等の決定に関する方針】

　取締役の報酬等の総額の上限は年10億円（ストックオプションを含む。使用人兼務取締役の使用人分給与は含ま
ない。）です。NRIは、取締役の報酬等について透明性の向上を図ることを目的として社外の有識者で構成される報
酬諮問委員会を設置し、報酬等の体系および水準について客観的かつ公正な観点から審議しています。その諮問結
果を踏まえ、取締役会において、取締役の報酬等の決定に関する方針を決定しています。
　取締役の報酬制度は、役職位を基本としていますが、業績の一層の向上を図るため、業績連動性を重視した制度と
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しています。その水準は、情報サービス産業におけるリーディングカンパニーたるべき水準を、市場水準および動向
等を参考に決定しています。

取締役の報酬制度の概要：
①基本報酬
　　役職位に応じた固定給（本人給と役割給）と、前期の業績達成度に応じた変動給からなります。
②賞与
　　当該期の業績を反映し、個人別評価を加味して決定します。
③株式関連報酬（ストックオプション）
　 　中長期的な業績向上への意欲と士気を高め、また株主との利害の一致という観点から、株式関連報酬としてス
トックオプションを付与します。行使価額が時価を基準に決定されるものと、行使価額が１円のものの２種類を発行
し、その付与数は役職位に応じて決定します。なお、取締役は「役員自社株保有ガイドライン」に基づき役職位に応
じた一定数以上の当社株式を保有することになっています。
　なお、社外取締役には、基本報酬の変動給部分、賞与および株式関連報酬は支給しません。

【監査役の報酬等の決定に関する方針】

　監査役の報酬等の総額の上限は年2億5千万円です。監査役の報酬等の決定に関する方針は、監査役の協議によ
り決定しています。監査役は独立した立場から取締役の職務執行を監査する役割ですが、NRIの健全で持続的な成
長の実現という点では取締役と共通の目的を持っていることから、固定給に加え、常勤の監査役に対しては業績に応
じた変動給を一部取り入れています。
　報酬等の水準は、良質なコーポレート・ガバナンスの確立と運用に重要な役割を果たすにふさわしい人材を確保す
るために必要な水準としています。

監査役の報酬制度の概要：
①基本報酬
　 　本人の経験・見識や役割等に応じた固定給（本人給と役職給）に加え、常勤の監査役に対しては、前期の業績達
成度に応じた変動給を支給します。
②賞与
　常勤の監査役を対象とし、当該期の業績を反映して決定します。

内部統制とコンプライアンス

　NRIグループ全般にわたって内部統制システムを整備し、かつ継続的な改善を図るため、リスク管理担当役員を任
命するとともに、リスク管理統括部署を設置しています。また、統合リスク管理会議を開催して全社的な内部統制の
状況を適宜点検するとともに、各事業部門が出席する業務推進委員会を通じて内部統制システムの定着を図ってい
ます。事業活動にともなう主要リスクに対しては、リスクごとに主管部署を定めており、必要に応じて専門性を持った
会議で審議し、主管部署が事業部門と連携して適切な対応を講じています。
　倫理・コンプライアンス体制については、その実効性を確保するため、最高倫理責任者およびコンプライアンス担
当役員を置き、コンプライアンス会議を設置するほか、企業行動原則、ビジネス行動基準およびコンプライアンスに
関する規程を設けています。リスク管理、コンプライアンス等に関する研修や啓発活動を継続的に実施することで、
その定着と実効性の向上を図っています。また、反社会的勢力に対しては、取引を含め一切の関係を持たないこと
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投資家情報トップページ
http://www.nri.co.jp/ir/index.html

個人投資家説明会

個人投資家情報ページ
http://www.nri.co.jp/ir/individual/index.html

を基本方針として行動規範に定めており、主管部署が情報収集および取引防止に関する管理・対応をおこなってい
ます。
　代表取締役社長直属の組織である内部監査室（社員21人）が、リスク管理体制やコンプライアンス体制等の有効
性、取締役の職務執行の効率性を確保するための体制等について、NRIグループの監査をおこなっています。監査結
果は代表取締役社長等に報告され、是正・改善の必要がある場合には、リスク管理統括部署、主管部署および事業部
門が適宜連携し、改善に努めています。また、内部監査室は、会計監査人との間で内部監査の実施計画や結果に関し
て定期的に意見交換をおこない、連携を図っています。

情報開示を推進する仕組み

　NRIは、経営の透明性向上、株主・投資家をはじめとしたステークホルダーに対する説明責任を果たすため、適時開
示の遂行と情報開示およびＩＲ機能の一層の充実に努めています。開示書類の一層の信頼性向上のため、情報開示
会議において、計算書類や有価証券報告書等の作成プロセスやその適正性の確認をおこなっています。また、個人
投資家を対象とした会社説明会の開催や個人投資家向けのホームページの充実に努めています。 



取締役

藤沼  彰久
取締役会長

嶋本  正
代表取締役社長

沢田  ミツル
代表取締役 専務執行役員
産業ソリューション関連、
中国・アジアシステム関連管掌、
総合企画センター、
関西支社、中部支社担当

南  直哉
取締役（注1）

室井  雅博
代表取締役副社長
コーポレート管掌、
品質・生産革新、リスク管理担当

澤田  貴司
取締役（注1）

（株式会社リヴァンプ 代表取締役社長）

丸山  明
取締役（注1）

（株式会社野村資本市場研究所
代表取締役社長）

石橋  慶一
代表取締役副社長
金融ソリューション関連、
システム基盤関連管掌

谷川  史郎
取締役 専務執行役員
コンサルティング関連管掌、
未来創発センター長
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監査役

執行役員（取締役兼務は除く）

末永  守
監査役（常勤）

山田  澤明
監査役（常勤）

安田  莊助
監査役（注2）

（仰星監査法人 特別顧問
仰星税理士法人 代表社員）

能仲  久嗣
監査役（注2）

（注）1.  南直哉、澤田貴司、丸山明は社外取締役です。なお、NRIは南直哉および澤田貴司を東京証券取引所の定めに基づく独立役
員として指定し、同取引所に届け出ています。

2.  、安田莊助、能仲久嗣は社外監査役です。なお、NRIは安田莊助および能仲久嗣を東京証券取引所の定めに基づく
独立役員として指定し、同取引所に届け出ています。

　
監査役（常勤）（注2）

常務執行役員 中村 　昭彦
常務執行役員 三ツ木 義人
常務執行役員 楠　 　　真
常務執行役員 板野 　泰之
常務執行役員 齊藤 　春海
常務執行役員 此本 　臣吾
常務執行役員 中村 　正秀
常務執行役員 綿引 　達也
常務執行役員 原田 　　豊
常務執行役員 上野 　　歩

執行役員 東山 　茂樹
執行役員 室脇　 慶彦
執行役員 滝本 　雅樹
執行役員 上田 　　肇
執行役員 船倉 　浩史
執行役員 中村 　卓司
執行役員 淵田 　眞弘
執行役員 横山 　賢次
執行役員 三浦 　智康
執行役員 臼見 　好生
執行役員 村田 　佳生

執行役員 坂田 太久仁
執行役員 嵯峨野 文彦
執行役員 深美 　泰男
執行役員 小粥 　泰樹
執行役員 林 　　滋樹
執行役員 稲田 　陽一
執行役員 増谷 　　洋
執行役員 藤田 　勝彦
執行役員 山本 　明雄
執行役員 竹本 　具城
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11年間の主要連結財務データ

　

年
間
の
主
要
連
結
財
務
デ
ー
タ

11

2003.3 2004.3 2005.3 2006.3

会計年度
　売上高 232,743 238,067 252,963 285,585
　売上原価 173,545 178,096 190,732 213,706
　販売費及び一般管理費 32,034 31,948 32,071 35,409
　営業利益 27,164 28,022 30,159 36,469
　経常利益 27,627 29,293 30,987 38,252
　税金等調整前当期純利益 27,177 32,927 27,361 37,535
　当期純利益 15,459 18,269 16,303 22,518

　設備投資額 20,456 24,244 17,351 18,343
　減価償却費 13,244 17,750 18,402 16,574
　研究開発費 2,508 2,216 1,646 2,501

会計年度末
　純資産（期末） 185,350 229,331 231,766 209,301
　総資産（期末） 256,798 326,799 317,341 311,786
　従業員数（期末）（人） 4,619 4,791 4,848 5,013

キャッシュ・フロー
　営業活動によるキャッシュ・フロー 14,611 29,312 27,569 48,875
　投資活動によるキャッシュ・フロー △18,994 △19,143 △81,981 17,853
　財務活動によるキャッシュ・フロー △1,503 △1,508 △3,928 △54,828
　現金及び現金同等物の期末残高 88,760 96,812 38,677 50,752

1株当たり情報（円）（注2）

　当期純利益（EPS） 67.45 79.89 72.46 103.94
　純資産 822.52 1,017.94 1,030.09 1,030.55
　配当金 4 8 20 28

株価情報（3月31日終値ベース）
　株価（円）（注2） 1,286 2,368 2,000 2,886
　時価総額（億円） 2,893 5,328 4,500 6,493

財務指標（%）
　ROE 8.1 8.8 7.1 10.2 
　ROA 9.9 10.0 9.6 12.2 
　売上高営業利益率 11.7 11.8 11.9 12.8 
　売上高当期純利益率 6.6 7.7 6.4 7.9 
　自己資本比率 72.2 70.2 73.0 67.1 
　配当性向 5.8 9.9 27.6 26.2 

（注） 1. 記載金額は、百万円未満を切捨てて表示しています。
2. 1株当たり情報および株価は、株式分割の影響を過年度分について遡及して算出しています。
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11

（百万円）

2007.3 2008.3 2009.3 2010.3 2011.3 2012.3 2013.3

322,531 342,289 341,279 338,629 326,328 335,554 363,891
234,578 238,537 240,854 245,641 233,119 235,515 262,315

44,055 51,087 50,711 52,911 54,782 56,886 57,561
43,897 52,664 49,713 40,077 38,426 43,152 44,013
46,099 55,517 51,731 40,947 40,073 44,686 45,854
46,744 47,987 44,181 37,328 39,853 56,204 42,866
27,019 28,157 24,513 21,856 23,188 32,920 28,610

29,903 36,438 70,083 29,000 20,755 41,165 31,048
19,795 16,517 20,763 30,915 30,665 30,875 42,474

2,864 4,915 4,104 3,561 3,564 3,643 3,643

216,232 207,363 205,466 220,237 231,074 258,276 290,862
371,458 362,447 354,487 363,368 380,032 402,784 432,249

5,303 5,711 6,118 6,263 6,594 6,881 7,738

39,583 31,806 46,180 58,060 48,777 53,067 68,364
△18,578 △47,925 △70,994 △16,175 △27,723 △47,731 △36,019

44,040 △23,537 △22,414 △10,348 1,590 △10,438 △10,487
115,854 75,524 28,228 59,775 82,085 77,043 99,623

132.95 138.52 125.54 112.32 119.11 168.40 145.28
1,060.84 1,038.68 1,051.65 1,125.63 1,179.92 1,309.39 1,464.33

36 50 52 52 52 52 52

3,470 2,605 1,530 2,130 1,836 2,053 2,416
7,807 5,861 3,443 4,793 4,131 4,619 5,436

12.7 13.3 11.9 10.3 10.3 13.5 10.5
13.5 15.1 14.4 11.4 10.8 11.4 11.0 
13.6 15.4 14.6 11.8 11.8 12.9 12.1

8.4 8.2 7.2 6.5 7.1 9.8 7.9
58.1 57.0 57.7 60.3 60.5 63.8 66.9
27.1 35.7 41.3 46.3 43.7 30.9 35.9
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経営者による財政状態および経営成績に関する説明および分析
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材の育成を進めました。
　データセンター事業については、最新鋭の技術により安全
性・拡張性・環境性能をさらに向上した東京第一データセン
ターが完成し、当第3四半期にサービスを開始しました。デー
タセンターはビジネスや社会を支える重要なインフラであ
り、既存のデータセンターも含め一層の安全・信頼性の確保
に努めていきます。
　NRIグループの当期の売上高は、前期を上回り363,891

百万円(前期比8.4％増)となりました。保険業向け大型開発
プロジェクトにおける追加コストの発生や産業分野の新規顧
客獲得にともなうコストの増加により、売上原価は262,315

百万円(同11.4％増)、売上総利益は101,575百万円(同1.5％
増)となりました。販売費及び一般管理費は、外部委託費やグ
ローバル人材育成のための教育研修費が増加し57,561百万
円(同1.2％増)となりました。営業利益は44,013百万円(同
2.0％増)、売上高営業利益率は12.1％(同0.8ポイント減)、経
常利益は45,854百万円(同2.6％増)となりました。特別損益
については、㈱だいこう証券ビジネスがNRIの持分法適用関
連会社となったことにともない特別利益(負ののれん発生益)

を計上し、また、関西地区のデータセンター増強に向け既存
の計画を見直したことにより大阪データセンターを譲渡※し
特別損失を計上しました。
　当期純利益は28,610百万円となり前期比13.1％減となり
ましたが、これは前期に関係会社株式売却益等があったこと
によるものです。

※大阪データセンターは、譲渡後もNRIが賃借により引き続き使用し
ます。

　公共向けコンサルティングや、顧客のシステムプロジェクト
の実行を支援するシステムコンサルティングが増加しました
が、中国を中心に海外売上高が減少しました。この結果、売上
高は22,908百万円(前期比5.0％増)にとどまり、人員増加にと
もなう人件費の増加をカバーできず、営業利益は2,807百万
円(同6.7％減)となりました。

金融ＩＴソリューション
　当セグメントは、主に証券業や保険業、銀行業等の金融業
顧客向けに、システムコンサルティング、システム開発およ
び運用サービスの提供、共同利用型システム等のＩＴソリュー
ションの提供をおこなっています。

　当期（2013年3月期）の国内景気は、年度後半から円高修
正・株価上昇が進み、持ち直しの動きが見られました。企業の
情報システムへの投資意欲は一部回復が見られるものの、年
度では慎重な姿勢が続き、情報サービス産業にとって厳しい
経営環境となりました。
　このような環境の中、NRIグループは、コンサルティングか
らシステム開発・運用まで一貫して提供できる総合力をもっ
て事業活動に取り組みました。また、中長期的な成長を実現
するため、強みをさらに伸ばしつつ新しい分野での成長施策
を推し進めました。
　野村證券㈱が同社専用のバックオフィスシステムからNRI

の共同利用型システムに移行する大型プロジェクトは、当第4

四半期にサービスを開始しました。これは同社が進めている
国内システム刷新の一環であり、今後もNRIは同社のシステ
ムの開発や共同利用型システムへの移行をサポートしていき
ます。
　また、味の素㈱とのＩＴサービスに関する業務提携の合意に
基づく出資により、同社のシステム子会社が当期からNRIの
連結子会社となり、産業分野の売上増加に大きく寄与しまし
た。NRIは今後も、培ってきた様々なノウハウを活用するだけ
でなく、他社との協業やＭ＆Ａ等も用いて、顧客拡大に積極的
に取り組んでいきます。
　海外展開については、グローバルでの事業強化に向け、ア
ジアを中心に拠点の整備・拡大を進めました。インドのＩＴ企業
の子会社化、タイ現地法人の設立、インドネシア拠点の開設、
台北支店・ソウル支店の現地法人化をおこない、また、ルクセ
ンブルクに拠点を開設しました。また、人材面においては海外
研修制度を大幅に拡充し、グローバルビジネスに対応する人

　セグメントごとの業績(売上高には内部売上高を含む。)は
次のとおりです。
　なお、当期よりセグメントの区分を一部変更しており、以
下、前期比較については、当該変更後の区分による前期の数
値を用いています。

コンサルティング
　当セグメントは、政策提言や戦略コンサルティング、業務改
革をサポートする業務コンサルティング、ＩＴマネジメント全般
にわたるシステムコンサルティングを提供しています。
　当期は、アジアでの事業強化に向け、ＡＳＥＡＮ地域での拠点
の整備・拡大を進め、タイに現地法人を設立しました。

●業績概況

●セグメント別の動向
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ＩＴ基盤サービス
　当セグメントは、主に金融ＩＴソリューションセグメントおよ
び産業ＩＴソリューションセグメントに対し、データセンターの
運営管理やＩＴ基盤・ネットワーク構築等のサービスを提供し
ています。また、様々な業種の顧客に対してＩＴ基盤ソリュー
ションや情報セキュリティサービスを提供しています。この
ほか、ＩＴソリューションにかかる新事業・新商品の開発に向け
た研究や先端的な情報技術等に関する研究をおこなってい
ます。
　顧客基盤の拡大に向け、顧客に対し、ＩＴ基盤の刷新だけで
なく、顧客の業務改善や収益改善につながるＩＴ基盤ソリュー
ションを提案する取り組みを進めています。データセンター
事業については、東京第一データセンターが完成し、当第3四
半期にサービスを開始しました。
　外部顧客に対する売上高は証券業主要顧客向けの商品販
売を中心に減少しましたが、内部売上高はコンサルティング
セグメントや産業ＩＴソリューションセグメント向けのシステム
コンサルティングサービスや運用サービスが増加しました。
コスト面は、東京第一データセンターの開業にともない、有形
固定資産の減価償却費が増加しました。
　この結果、売上高103,376百万円(前期比1.4％減)、営業利
益10,070百万円(同10.3％減)となりました。

その他
　上記4つ以外の事業セグメントとして、システム開発や運用
サービスの提供をおこなう子会社などがあります。
　売上高12,719百万円(前期比7.8％増)、営業利益1,136

百万円(同56.3％増)となりました。

　野村證券㈱がNRIの共同利用型バックオフィスシステムに
移行する大型プロジェクトは、当第4四半期にサービスを開始
しました。インターネットバンキングが重要なチャネルとなり
つつある銀行分野においては、共同利用型インターネットバ
ンキングシステムのさらなる顧客獲得を進めました。また、金
融商品のコンサルティング型営業を支援するフロントシステ
ムなど、新たなサービス提供にも取り組みました。
　売上高は、保険業向け開発・製品販売が減少したものの、証
券業主要顧客向けの製品販売が大きく増加しました。保険業
向け大型開発プロジェクトにおいて、開発費の増加や開発遅
延による追加コストが発生し、不採算となりました。
　この結果、売上高219,916百万円(前期比8.5％増)、営業利
益22,300百万円(同4.0％増)となりました。

産業ＩＴソリューション
　当セグメントは、流通業、製造業、サービス業や公共向けに、
システムコンサルティング、システム開発および運用サービ
ス等の提供をおこなっています。
　顧客基盤の拡大に向け、産業分野においても多くの顧客を
持つコンサルティング部門と連携してＩＴソリューションの提
案をおこなう取り組みを進めています。また、味の素㈱とのＩＴ
サービスに関する業務提携の合意に基づく出資により、同社
のシステム子会社が当期からNRIの連結子会社となりました。
　売上高は、当該子会社の寄与もあり、製造・サービス業等向
けの運用サービスや開発・製品販売を中心に増加しました。
新規顧客獲得にともなうコストが増加したものの、不採算案
件が減少し収益性が改善しました。
　この結果、売上高83,662百万円(前期比15.8％増)、営業利
益6,486百万円(同52.3％増)となりました。

●2013年3月期の経営成績の分析

③特別損益、法人税等および当期純利益
　㈱だいこう証券ビジネスがNRIの持分法適用関連会社と
なったことにともなう負ののれん発生益等の計上により特別
利益は4,821百万円(前期比59.1％減)、大阪データセンター
の譲渡による固定資産売却損等の計上により特別損失は
7,810百万円(前期は279百万円)となり、特別損益は△2,988

百万円(前期は11,518百万円)となりました。
　法人税等は、税効果会計適用後の法人税等の負担率が
33.3％となり、14,260百万円(前期比38.8％減)となりました。
　以上の結果、当期純利益は28,610百万円となり、前期比
13.1％減となりましたが、これは前期に関係会社株式売却益
等の特別利益があったことによるものです。

①売上高および営業利益
　事業概況に記載のとおり、当期のNRIグループの売上高は
363,891百万円(前期比8.4％増)、営業利益は44,013百万円
(同2.0％増)となり、営業利益率は12.1％(同0.8ポイント減)と
なりました。

②営業外損益および経常利益
　持分法適用関連会社の増加(㈱だいこう証券ビジネス)お
よび各持分法適用関連会社の増益により持分法投資利益が
増加し、また、為替差損益が前期の為替差損から為替差益に
転じたことにより、営業外収益は1,910百万円(前期比10.7％
増)、営業外費用は69百万円(同64.0％減)となり、営業外損益
は1,841百万円(同20.1％増)、経常利益は45,854百万円(同
2.6％増)となりました。
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した機動的な資本政策の一環として自己の株式の取得に充
当することがあります。
　NRIは、会社法第459条に基づき、9月30日および3月31日
を基準日として、取締役会の決議により剰余金の配当をおこ
なうことができる旨を定款に定めています。

(2) 剰余金の配当の状況
　上記方針および当期の業績を踏まえ、当期末の1株当たり
配当金を26円（年間配当金としては52円、連結配当性向は
35.9％）としました。
　基準日が当期に属する剰余金の配当は次のとおりです。

(1) 剰余金の配当などの決定に関する方針
　NRIは、企業価値の継続的な向上が最も重要な株主還元
と考えています。剰余金の配当については、事業収益および
キャッシュ・フローの状況等を基準に決定させていただきます
が、中長期的な事業発展のための内部留保を確保しつつ、安
定した配当を継続していくことを基本とし、連結配当性向とし
て30％程度を目安としています。
　内部留保資金については、既存事業の強化や新規事業展
開のための設備投資や研究開発投資、人材育成投資、並びに
Ｍ＆Ａなどの戦略的投資など、今後の事業展開に向けて活用
していきます。また、資本効率の向上、経営環境の変化に対応

　     取締役会決議日 配当金の総額 1株当たり配当額 基準日

　2012年10月26日 5,119百万円 26円 2012年9月30日
　2013年 5月15日 5,137百万円 26円 2013年3月31日
(注)  配当金の総額は、ＮＲＩグループ社員持株会専用信託に対する配当金支払額(2012年10月決議分108百万円、2013年5月決議分91百万円)
を含んでいません。

●利益配分に関する基本方針および配当

③有形固定資産について
　有形固定資産については、前期末と比べ、建物及び構築物
が7,334百万円増加し40,502百万円(前期末比22.1％増)、土
地は1,459百万円減少し12,140百万円(同10.7％減)となりま
した。これは、東京第一データセンターが完成したことによる
増加と、大阪データセンターを譲渡したことによる減少による
ものです。有形固定資産の合計額は63,456百万円(同6.1％
減)となり、総資産に占める割合は14.7％となりました。当期
の有形固定資産投資額は14,880百万円(前期比24.8％減)で
した。

④ソフトウエアについて
　当期末のソフトウエア(ソフトウエア仮勘定を含む。)は、製
品販売の増加にともない減価償却費が増えたことにより、
16,055百万円減少し41,115百万円(前期末比28.1％減)と
なり、総資産に占める割合は9.5％となりました。当期は、共
同利用型システムの開発等にともなうソフトウエア投資を中
心におこない、ソフトウエア投資額は16,167百万円(前期比
24.4％減)でした。

⑤その他
　前期末と比べ、流動負債が増加し固定負債が減少している
のは、新株予約権付社債49,996百万円が償還まで1年内とな
り固定負債から流動負債に振り替えたことによるものです。

①概要
　NRIグループの財政状態は、当期末において、流動資産
189,233百万円(前期末比7.0％増)、固定資産243,016百万
円(同7.5％増)、流動負債118,190百万円(同70.3％増)、固定
負債23,196百万円(同69.1％減)、純資産290,862百万円(同
12.6％増)となり、総資産は432,249百万円(同7.3％増)となり
ました。

②有価証券について
　有価証券は前期末と比べ9,106百万円増加し90,185百万
円(前期末比11.2％増)、投資有価証券は27,104百万円増加
し88,378百万円(同44.2％増)となりました。これは余剰資金
の運用を目的とした国債等の購入および保有株式の価格上
昇によるものです。有価証券は全て公社債投資信託(現金同
等物)であり、また、投資有価証券の内訳は、株式42,686百万
円(同46.7％増)、債券45,516百万円(同42.0％増)および投資
事業組合等への出資金175百万円(同55.3％増)です。
　関係会社株式は、㈱だいこう証券ビジネスの株式の取得、
および同社が持分法適用関連会社となったことにともなう負
ののれんの発生により、9,188百万円増加し10,441百万円と
なりました。
　保有有価証券の詳細については、「経理の状況　1連結財
務諸表等　（1）連結財務諸表　注記事項（有価証券関係）」を
ご覧ください。

●2013年3月期末の財政状態の分析
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は3,460百万円減少し、65,380百万円(同5.0％減)となりま
した。
　このほか、売掛金が2,446百万円減少の54,039百万円
(同4.3％減)、開発等未収収益が2,784百万円増加の22,489

百万円(同14.1％増)となりました。

11,712百万円少なくなりました。主な投資内容は、データセ
ンター関連の有形固定資産の取得、共同利用型システムの
開発にともなう無形固定資産の取得、資金運用目的での有価
証券の取得でした。
　財務活動による支出は10,487百万円となり、前期とほぼ横
ばいとなりました。いずれの期も主な支出の内容は配当金の
支払いでした。

また、長期借入金(1年内返済予定の長期借入金を含む。)は
2,504百万円減少し6,703百万円(前期末比27.2％減)となり
ました。これは2011年3月の信託型従業員持株インセンティ
ブ・プランの導入にともなう借入金であり、ＮＲＩグループ社員
持株会への株式売却代金等を原資に半年ごとに返済してい
ます。この株式売却により、純資産の部の自己株式の控除額

　当期末の現金及び現金同等物は、前期末から22,579百万
円増加し99,623百万円となりました。
　当期において、営業活動により得られた資金は68,364

百万円となり、前期と比べ15,297百万円多くなりました。これ
は、減価償却費の増加や法人税等の支払額の減少によるも
のです。
　投資活動による支出は36,019百万円となり、前期と比べ

●キャッシュ・フロー
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●主要な設備

　NRIグループにおける主要な設備は、次のとおりです。

（1）NRI

事業所名（所在地） セグメントの名称

建物及び
構築物

(百万円)

機械及び
装置

(百万円)

工具、
器具及び
備品

(百万円)

土　地
リース
資産

(百万円)

ソフト
ウエア

(百万円)
合計

(百万円)
従業員数

(人)
面積
(㎡)

金額
(百万円)

丸の内総合センター
(東京都千代田区)

コンサルティング 364 0 157 － － － 333 855
1,021
[123]

木場総合センター
(東京都江東区)

金融ＩＴソリューション 999 7 401 － － － 15,038 16,446
1,346
[356]

横浜総合センター
(横浜市保土ケ谷区)

産業ITソリューション、
IT基盤サービス 722 18 1,317 － － － 6,726 8,784

1,391
[264]

横浜みなと総合センター
(横浜市神奈川区)

金融ITソリューション 944 13 243 － － 0 10,404 11,605
1,244
[268]

大阪総合センター
(大阪市北区)

産業ITソリューション 27 0 14 － － － 2 44
67
[2]

東京第一データセンター
(東京都多摩市)

IT基盤サービス 14,971 99 421 19,496 2,308 － － 17,801
5

[1]

日吉データセンター
(横浜市)

IT基盤サービス 5,335 467 136 14,112 4,952 － － 10,891
40

[61]

横浜第一データセンター
(横浜市)

IT基盤サービス 6,922 1,765 1,167
－

[6,748]
－ 60 1 9,918

53
[180]

横浜第二データセンター
(横浜市)

IT基盤サービス 8,674 1,113 625 4,602 2,312 － － 12,725
8

[8]

大阪データセンター
(大阪市)

IT基盤サービス 30 371 358 － － － 0 760
29

[30]

横浜ラーニングセンター
(横浜市保土ケ谷区)

全社(共通) 127 0 50 － － － 19 198
42

[13]

汐留センター
(東京都港区)

IT基盤サービス 53 13 27 － － － 1,540 1,634
170
[21]

(注) 1. 金額は2013年3月31日現在の帳簿価額です。
 2. 上記には、周辺の事業所を含めて記載しているものが一部あります。
 3.  上記の事業所は、東京第一データセンター、日吉データセンターおよび横浜第二データセンターを除き、土地及び建物の一部を賃借して

おり、年間賃借料は11,096百万円(国内子会社への転貸分を含む。)です。なお、賃借している土地の面積は[  ]内に外書きで記載してい
ます。

 4. 「セグメントの名称」欄には、主たるセグメントの名称を記載しています。
 5. 「従業員数」欄の[  ]内には、派遣社員の年間平均人員数を外書きで記載しています。
 6. 上記設備の内容は、主に、データセンターはデータセンター設備、それ以外は事業所設備、ソフトウエアおよびシステム開発設備です。

においては、高付加価値サービス拡充のため共同利用型シス
テムの開発をおこないました。
　なお、当期において、NRIの所有する大阪データセンター
（期首帳簿価額8,477百万円、ＩＴ基盤サービスセグメント）を
譲渡しました。NRIは当該データセンターを賃借により引き続
き使用します。

　NRIグループの当期の設備投資金額は31,048百万円とな
りました。
　ＩＴ基盤サービスにおいて、東京第一データセンターが昨年
秋に完成し、同センター関連の設備を取得しました。
　また、既存のデータセンターにおいて、非常用電源設備や
空調設備の更新などをおこないました。金融ＩＴソリューション
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（2）国内子会社および在外子会社

会社名・
事業所名（所在地） セグメントの名称

建物及び
構築物

(百万円)

機械及び
装置

(百万円)

工具、
器具及び
備品

(百万円)

土　地
リース
資産

(百万円)

ソフト
ウエア

(百万円)
合計

(百万円)
従業員数

(人)
面積
(㎡)

金額
(百万円)

《国内子会社》
NRIネットコム㈱本社
(大阪市北区)

その他 136 － 206 － － － 139 481
290
[69]

エヌ・アール・アイ・セキュア
テクノロジーズ㈱本社
(東京都港区)

ＩＴ基盤サービス 69 － 671 － － 1 456 1,198
213
[43]

NRIワークプレイス
サービス㈱本社
(横浜市保土ケ谷区)

全社(共通) 646 － 15 7,385 1,805 － 4 2,472
130
[45]

エヌ・アール・アイ・
データ・アイテック㈱本社
(東京都江東区)

ＩＴ基盤サービス 25 － 19 － － － 18 62
150
[31]

NRIプロセス
イノベーション㈱本社
(横浜市神奈川区)

金融ＩＴソリューション 3 2 9 － － － 3 18
87

[116]

NRIシステムテクノ㈱
本社
(横浜市保土ケ谷区)

産業ＩＴソリューション 37 － 33 － － 3 52 127
322
[16]

《在外子会社》
野村総合研究所(北京)
有限公司 本社
(中華人民共和国 北京)

産業ＩＴソリューション 4 － 72 － － － 61 138
141
[1]

野村総合研究所(上海)
有限公司 本社
(中華人民共和国 上海)

コンサルティング 16 － 9 － － － － 25
81
[1]

Nomura Research Institute 
Financial Technologies 
India Private Limited 本社
(インド コルカタ)

金融ＩＴソリューション － － 68 2,023 14 － 56 139
234
[9]

(注) 1. 金額は2013年3月31日現在の帳簿価額です。
 2. 子会社は各事業所の規模が小さいため、事業所に区分せず子会社ごとに記載しています。
 3. 上記の事業所は、土地及び建物の一部を賃借しており、年間賃借料は276百万円(提出会社からの賃借分を除く。)です。
 4.「セグメントの名称」欄には、主たるセグメントの名称を記載しています。
 5.「従業員数」欄の[  ]内には、派遣社員の年間平均人員数を外書きで記載しています。
 6.  上記設備の内容は、主に、事業所設備、ソフトウエアおよびシステム開発設備です。また、NRIワークプレイスサービス㈱の設備の内

容は、主に社員寮です。
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セグメントの名称 設備の内容
投資予定金額

(百万円) 主な内容・目的

コンサルティング
ソフトウエア
ハードウエア 10 パソコン等

金融ITソリューション
ソフトウエア 14,200

金融業等顧客へサービスを提供するための自社利用
ソフトウエアおよび販売目的ソフトウエアの開発等

ハードウエア 3,800
金融業等顧客向けのシステム開発用機器、
データセンターに設置するサービス提供用機器等

産業ITソリューション
ソフトウエア 2,900

流通業、製造・サービス業等顧客へサービスを提供する
ための自社利用ソフトウエアおよび販売目的ソフトウエ
アの開発等

ハードウエア 1,200
流通業、製造・サービス業等顧客向けのシステム開発用
機器、データセンターに設置するサービス提供用機器等

IT基盤サービス センター設備等 9,000 データセンター関連設備の取得等

その他
ソフトウエア
ハードウエア 700

顧客へサービスを提供するための自社利用ソフトウエア
および機器等

全社(共通) オフィス設備等 190 不動産設備および什器等

合　計 32,000

 

　NRIグループの当期末における翌1年間の設備投資予定金額は32,000百万円であり、セグメントごとの内訳は次のとおり
です。
　なお、経常的な設備の更新のための除却および売却を除き、重要な設備の除却および売却の計画はありません。

●2014年3月期の設備投資計画
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ＩＴ基盤サービス
　中期的な技術動向を展望するＩＴロードマップの作成や、
ビッグデータ※1活用の研究、タブレット／スマートデバイス向
けインターフェースの開発、次世代データベースの技術研究
等に取り組みました。OpenID※2プロトコルに関する研究開発
としては標準化に向けた取り組みや技術・製品評価の活動を
おこないました。また、開発フレームワークの高度利用に関す
る研究をおこないました。
　当セグメントにかかる研究開発費は1,085百万円です。

その他
　上記のほか、品質管理のさらなる向上に向け、プロジェクト
マネジメント支援ツール適用範囲拡大のための機能拡張お
よびその評価と、システム再構築時に現行システムから設計
情報を抽出する手法の研究をおこないました。
　「その他」における研究開発費は218百万円です。

※1：  ビッグデータ：既存の技術では管理できないほどに、膨大で、複
雑化したデータ。

※2：  OpenID：共通のユーザーＩＤを複数のウェブサービスで使えるよ
うにする技術。

 

　NRIグループは、次の3つの領域において研究開発をおこなっています。

1. 新規事業・新商品開発に向けた研究並びに事業性調査、プロトタイプ開発、実証実験
2. 情報技術に関する先端技術、基盤技術、生産・開発技術の研究
3. 新しい社会システムに関する調査・研究

　研究開発は、NRIグループの技術開発を担う情報技術本部、および政策提言・先端的研究機能を担う未来創発センターにおい
て定常的に取り組んでいるほか、各事業部門においても、中長期的な視点に立った事業開発・新商品開発に取り組んでおり、必要
に応じ社内横断的な協業体制の下で進めています。研究開発戦略を提起するとともに全社的な視点から取り組むべき研究開発
プロジェクトを選定する場として、研究開発会議を設置しており、立案から成果活用に至るまでプロジェクトの審査をおこなってい
ます。
　当期における研究開発費は3,643百万円であり、セグメントごとの主な研究開発活動は次のとおりです。

コンサルティング
　生活者・消費者関連調査として、生活者１万人アンケート調
査、ASEAN市場調査をおこないました。また、産業関連の調
査として、中国事業におけるリスク対策研究や、日本企業によ
るインド企業のM&Aの調査・研究をおこないました。
　当セグメントにかかる研究開発費は420百万円です。

金融ＩＴソリューション
　新規事業・新商品開発に向け、先端的なソリューションの
研究開発に取り組みました。証券フロントソリューションの開
発、投資商品情報を活用した営業支援ソリューションの開発、
BPO(ビジネス・プロセス・アウトソーシング)サービスの事業
拡大に関する研究、投資銀行におけるクロスボーダー取引の
増加にともなうインフラ対応の研究開発、欧米における金融
ITマーケットやサービス動向の調査をおこないました。
　当セグメントにかかる研究開発費は1,552百万円です。

産業ＩＴソリューション
　飲料・食品業界の基幹系業務におけるERP (Enterprise 

Resource Planning:統合基幹業務システム)パッケージの活
用研究、電子商取引をおこなうウェブサイトの新たな構築手
法に関する研究をおこないました。
　当セグメントにかかる研究開発費は365百万円です。
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(4) 会社の対処すべき課題
　企業の情報システム投資においては、急速に変化するIT環
境への対応や災害等に備えた事業継続体制の構築・強化など
情報サービス事業者への期待が高まりつつある一方で、投資
対効果の意識も高まっています。NRIグループは、業界標準ビ
ジネスプラットフォームとして、投資対効果に優れた共同利用
型サービスを拡大・高度化させるとともに、情報システムの最
適な設計・開発と安定的な運用の維持・確保に努め、災害等に
備えた情報保全、データセンター内の情報資産のバックアッ
プ体制のさらなる強化を推進していきます。
　今後の中長期的な事業成長のためには、顧客基盤の拡大
が不可欠です。NRIグループの顧客は証券業が一定の割合 

を占めており、業種集中による売上変動リスクを回避すると
いう観点からも、銀行業および産業関連分野における顧客拡
大を図り、またグローバル展開を進めることが重要であると
考えています。銀行業については、共同利用型システムの機
能拡充を図るとともに、他社との協業・連携を活かした提案を
おこなっていきます。産業関連分野においては、コンサルタン
トとシステムエンジニアが一体となって顧客獲得を進めると
ともに、流通業を始めとした国内顧客の海外展開に確実に対
応していきます。また、グローバル展開については、市場拡大
が見込まれるアジアにおける海外顧客獲得に向け、ASEAN

などに事業拠点を拡大し事業推進体制の強化を図るほか、グ
ローバルビジネスに対応する人材を確保するため海外拠点
での人材採用・育成を進めるとともに国内社員の研修制度の
充実を図ります。さらにこれらの諸施策を着実・効率的に進め
るため、国内外を問わず、新技術や経験、優れたネットワーク
を持つ企業との協業やM&A等、社外リソースの活用にも積
極的に取り組んでいきます。
　また、システム開発を計画どおり実施するために開発手法
などの標準化を進めチェック体制を強化するとともに、 シス
テム障害を未然に防ぐための体制強化および人材育成・教
育についても継続的に取り組んでいきます。さらに、顧客の
情報資産を預かる情報サービス事業者として、情報セキュリ
ティ管理を徹底するほか、情報サービスのライフラインであ
るデータセンターの運営について管理を一層強化していき
ます。

(1) 会社の経営の基本方針
　NRIグループの企業理念は「未来創発─Dream up the 

future.─」であり、「顧客の信頼を得て顧客とともに栄える」、
「新しい社会のパラダイムを洞察し、その実現を担う」ことを
使命と考えています。この企業理念に基づき、顧客ひいては
社会の進むべき方向を提示(ナビゲーション)し、責任を持っ
てともに実現(ソリューション)していく「ナビゲーション＆ソ
リューション」を経営の基本方針としています。

(2) 目標とする経営指標
　NRIグループは、事業の継続的な拡大を通じて企業価値を
向上させていくことを経営の目標としています。経営指標と
しては、事業の収益力を表す営業利益および営業キャッシュ・
フローを重視し、これらの拡大を目指しています。

(3) 中長期的な会社の経営戦略
　企業経営におけるＩＴ活用は、高度化が進む一方で、情報シ
ステムの構築や運用をより迅速かつ安価に実現するニーズ
が高まっています。企業における情報システムの構築・運用に
おいては、企業自らがおこなう自前主義から、専門の外部業
者に一部を委託するアウトソース化、さらに自身はシステムを
保有せず、外部業者からサービスとしてＩＴ機能の提供を受け
る「所有から利用へ」の流れが加速しており、情報サービス事
業者はこれらのサービスの提供力を高めることが必要となっ
ています。また、顧客の事業が国や業種の垣根を越えて拡大
する中、情報サービス産業においては、グローバル対応や業
種を超えた機能連携の実現が強く求められています。
　NRIグループは、これらの事業環境の変化に対応するため、
以下の経営戦略で事業を推進していきます。

・  金融関連分野を中心に、業界標準ビジネスプラットフォーム
を提供し、サービスの拡大・高度化を図る

・  産業関連分野において、卸・小売業、食品・衣料等の製造業
など一般消費者向け事業者を中心に、各業界をリードする
顧客を獲得し、サービスを提供することで、得意とする業種・
業務領域を拡大する

・  今後市場拡大が見込まれる中国・インド・ＡＳＥＡＮなど、アジ
ア地域での対応強化を図る

　これらの戦略のもと、生産性の向上や品質確保、それを支
える人材の意識改革・スキル向上をおこないながら、NRIグ
ループの国内外での持続的な成長を目指します。
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　NRIグループの事業等において、投資者の判断に重要な
影響を及ぼす可能性のある事項には、次のようなものがあり
ます。
　なお、これらは当期末における事業等に関するリスクのう
ち代表的なものであり、実際に起こり得るリスクはこの限りで
はありません。また、本文中の将来に関する事項は、当期末現
在においてNRIグループが判断したものです。

(1) 経営戦略について
①情報サービス産業における価格競争について
　情報サービス産業では、事業者間の競争が激しく、他業種
からの新規参入や海外企業の台頭、パッケージ製品の普及も
進んでいることから、価格競争が発生する可能性があります。
　このような環境認識の下、NRIグループは、コンサルティン
グからシステム開発・運用に至る総合力をさらに高め、サービ
スの高付加価値化により競合他社との差別化を図るととも
に、生産性の向上に取り組んでいます。
　しかしながら、想定以上の価格競争が発生した場合には、
NRIグループの業績が影響を受ける可能性があります。

②情報サービス産業における技術革新について
　情報サービス産業においては、情報技術の進化とそれにと
もなう市場ニーズの変化に迅速に対応することが求められて
います。
　このような環境認識の下、NRIグループは、情報技術に関す
る先端技術や基盤技術、生産・開発技術の調査・研究に、社内
横断的な体制で取り組むことで、技術革新への迅速な対応に
努めています。
　しかしながら、広範な領域において技術革新が急速に進展
し、その対応が遅れた場合には、NRIグループの業績が影響
を受ける可能性があります。

③運用サービス事業の安定性について
　運用サービスを展開するにあたっては、データセンターに
かかる不動産や運用機器、ソフトウエア等の投資が必要であ
り、投資額の回収は顧客との運用サービス契約に基づき長期
間にわたっておこなわれます。
　運用サービスの契約は複数年にわたるものが多く、また単
年契約であっても自動更新されることが多いため、売上高は
比較的安定していると考えられます。さらに、NRIグループは
慎重な事業進捗管理と継続的な顧客の与信管理をおこなう
ことにより、投資額の回収に努めています。
　しかしながら、運用サービスの売上高の安定性は将来にわ
たって保証されているわけではなく、顧客の経営統合や経営
破綻、ＩＴ戦略の抜本的見直し等により、NRIグループとの契約
が更新されない可能性があります。

④ソフトウエア投資について
　NRIグループは、製品販売、共同利用型サービスおよびアウ
トソーシングサービス等の事業展開を図るため、ソフトウエア
投資をおこなっています。多くの場合、ソフトウエアは特定用
途別に設計するため、転用しにくい性質を持っており、投資に
あたっては慎重な検討が求められます。
　NRIグループは、事業計画の妥当性を十分に検討した上で
ソフトウエアの開発に着手しています。また、開発途中および
完成後であっても、事業計画の進捗状況の定期的なチェック
をおこない必要に応じて速やかに事業計画を修正する社内
体制を整えています。
　しかしながら、投資の回収可能性は必ずしも保証されてい
るわけではなく、資金回収ができずに損失を計上する可能性
があります。

⑤特定業種および特定顧客への依存について
NRIグループの売上高は、特定業種および特定顧客への依存
度が高くなっています。当期において、金融サービス業向け
を主とする金融ＩＴソリューションの外部売上高は、連結売上高
の6割を占める規模となっています。また、主要顧客である野
村ホールディングス㈱および㈱セブン＆アイ・ホールディング
ス(それぞれの子会社を含む。) 向けの売上高の合計は、連結
売上高の4割を占める規模となっています。
　金融サービス業向け事業等で培った業務ノウハウ、大規模
システム・先端システムの構築・運用ノウハウは、NRIグループ
の強みであり、これを他業種向けのサービスに活かし、新規
顧客の開拓を積極的に進めていきます。また、主要顧客に対
しては、この強みをさらに研鑽することにより競合他社との差
別化を図り、また戦略的な人員出向をおこなうなど、顧客との
関係をより強固なものとしていきます。
　しかしながら、特定業種における法制度の変更や事業環境
の急変、主要顧客における経営状況の変化やＩＴ戦略の抜本
的見直しが、NRIグループの業績に重大な影響を与える可能
性があります。また、新規顧客の獲得が想定どおりに進まな
い可能性があります。

⑥出資、M&A、提携について
　NRIグループは、将来の事業機会をにらみ各事業会社に
出資しているほか、事業上の関係強化を図るため、取引先等
に対して投資採算性等を考慮に入れつつ出資しています。ま
た、事業基盤の強化に向けＭ＆Ａや提携をおこなうことがあり
ます。
　これらの実施にあたっては、対象となる企業の財務内容や
事業について詳細な事前審査をおこない、意思決定のために
必要かつ十分な情報収集と検討をおこなった上で決定してい
ます。
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　しかしながら、実施後にNRIグループが認識していない問
題が明らかになった場合や、期待した成果を上げられない場
合には、NRIグループの業績が影響を受ける可能性があり
ます。

⑦ 野村ホールディングス㈱およびその関係会社との資本関
係について
　当期末において、野村ホールディングス㈱がNRIの議決権
を38.2％保有(間接保有31.7％を含む。)しています。また、
同社の関連会社(㈱ジャフコ、髙木証券㈱)がNRIの議決権を
8.9％保有しています。
　NRIに対する野村ホールディングス㈱およびその関係会社
の議決権比率は、将来にわたって一定であるとは限りません。
また、野村ホールディングス㈱およびその関係会社による議
決権行使が、NRIの他の株主の利益と必ずしも一致しない可
能性があります。

(2) 事業継続について
　事業活動のグローバル化やネットワーク化の進展にともな
い、災害やシステム障害など万一の事態に想定される被害規
模は大きくなってきており、危機管理体制の一層の強化が求
められています。
　NRIグループは、大規模災害、大規模障害、事業や業務遂行
に関わる事件・事故が発生した場合に備えて、初動体制と行
動指針をまとめたコンティンジェンシープラン(緊急時対応計
画)を策定し、事前対策や訓練を重ね、より円滑な事業継続に
向けた体制の構築や事業継続に必要なインフラの整備等、危
機管理体制の整備・強化に取り組んでいます。NRIグループが
保有するデータセンターはセキュリティ対策や耐震等の災害
対策においても国内最高の水準にありますが、そのデータセ
ンター内にあるNRIグループの情報資産についてバックアッ
プ体制のさらなる強化を図るとともに、顧客から預かった情
報資産については顧客と合意した水準に基づいて対策を進
めています。
　しかしながら、一企業のコントロールを超える特別な事情
や状況が発生し、業務の中断が不可避となった場合には、
顧客と合意した水準でのサービス提供が困難となり、NRIグ
ループの業績が影響を受ける可能性があります。

(3) 知的財産権について
　電子商取引に関連する事業モデルに対する特許等、情報シ
ステムやソフトウエアに関する知的財産権の重要性が増して
います。
　このような環境認識の下、NRIグループは、情報システムの

開発等にあたっては第三者の特許を侵害する可能性がない
かを調査するとともに、教育研修等を通じて知的財産権に対
する社員の意識向上に努めています。一方、知的財産は重要
な経営資源であり、積極的に特許を出願することによってNRI

グループの知的財産権の保護にも努めています。
　このような取り組みにもかかわらず、NRIグループの製品や
サービスが第三者の知的財産権を侵害した場合には、損害賠
償請求を受ける可能性があるほか、情報システムの使用差止
請求を受けサービスを停止せざるを得なくなるなど、業務遂
行に支障を来す可能性があります。また、第三者によりNRIグ
ループの知的財産権が侵害される可能性があります。

(4) 法令・規制について
　NRIグループは、事業活動をおこなう上で、国内外の法令お
よび規制の適用を受けています。NRIグループでは、コンプラ
イアンス体制を構築し、法令遵守の徹底に努めています。
　しかしながら、法令違反等が発生した場合、また新たな法規
制が追加された場合には、NRIグループの事業および業績が
影響を受ける可能性があります。

(5) 情報セキュリティについて
　インターネットがインフラとして定着し、あらゆる情報が瞬
時に広まりやすい社会になっています。こうした技術の発展
により、利用者の裾野が広がり利便性が増す一方、外部から
の不正アクセス等による情報漏洩のリスクが高まっており、セ
キュリティ管理が社会全般に厳しく問われるようになっていま
す。情報サービス産業は、顧客の機密情報を扱う機会が多く、
より高度な情報セキュリティ管理や社員教育の徹底が求めら
れます。
　個人情報の管理においてはプライバシーマークの付与認
定(個人情報保護マネジメントシステムの適合性認定)を受
け、また、一部の事業について情報セキュリティマネジメント
システムの認証を取得し、機密情報の適切な管理をおこなっ
ています。常に高度なセキュリティレベルを維持するため、シ
ステムによる入退館の管理や、パソコンのセキュリティ管理の
徹底、個人情報保護に関する研修の実施等をおこなっていま
す。特に、顧客の基幹システムの運用をおこなうデータセン
ターでは、Ｘ線検査装置による持込持出チェック等、厳重な入
退館管理システムを採用しています。
　このような取り組みにもかかわらず、情報漏洩が発生した
場合には、顧客等からの損害賠償請求やNRIグループの信用
失墜等により、業績が影響を受ける可能性があります。
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(6) サービスの品質について
　NRIグループは、顧客の経営目標の実現に向けた戦略を提
示し、成果として結実させるための手段を提供する「ナビゲー
ション＆ソリューション」を基本戦略とし、コンサルティングか
らシステム開発・運用に至る総合力をもって付加価値の高い
サービスを顧客に提供することを目指しており、顧客からも
品質の高いサービスが求められています。
①コンサルティングサービス
　NRIグループに蓄積されたノウハウ等の情報を幅広く共有
するためのインフラを整備するなど、品質の高いサービスを
提供できる体制の確立に努めています。さらに、顧客満足度
調査を実施し、結果を分析・フィードバックすることにより、今
後のさらなる品質向上に努めています。
　しかしながら、顧客の期待する高い品質のサービスを提供
できない場合には、その後の業務の受託に支障を来す可能性
があります。

②システム開発
　情報システムの開発は、原則として請負契約であり、納期ま
でに情報システムを完成させ納品するという完成責任を負っ
ていますが、顧客要請の高度化・複雑化や完成までの諸要件
の変更等により、作業工数が当初の見積り以上に増加し、納
期に遅延することがあります。また、引渡し後であっても性能
改善をおこなうなど、契約完遂のため想定以上に作業が発生
することがあります。特に複数年にわたる長期プロジェクト
は、環境の変化や技術の変化に応じた諸要件の変更等が発生
する可能性が高くなります。また、情報システムは重要な社会
インフラであり、完成後の安定稼働に向け、開発段階からの
品質管理、リスク管理が重要であると考えています。特に金融
サービス業のシステムについては、NRI顧客のみでなく金融
市場全体の信頼性に関わる場合もあり、その重要性を強く認
識しています。
　NRIグループは、教育研修等を通じプロジェクトマネー
ジャーの管理能力の向上に努め、また、ISO(国際標準化機
構)9001に準拠した品質マネジメントシステムを整備するな
ど、受注前の見積り審査や受注後のプロジェクト管理を適切
におこなう体制を整えています。特に一定規模以上のプロ
ジェクトは、システム開発会議等、専用の審査体制を整え、プ
ロジェクト計画から安定稼働まで進捗状況に応じたレビュー
の徹底を図っています。また、金融サービス業のシステムにつ
いては重点的にシステム開発プロセスの点検・改善を進めて
います。
　しかしながら、作業工数の増加や納品後の性能改善などに
よる追加費用が発生した場合には、最終的な採算が悪化する
可能性があります。また、納期遅延やシステム障害等により
顧客の業務に支障を来した場合には、損害賠償請求を受ける

可能性があるほか、NRIグループの信用を失う可能性があり
ます。

③ 運用サービス
　NRIグループが開発する情報システムは、顧客の業務の重
要な基盤となることが多く、完成後の安定稼働が重要であ
ると考えています。特に金融サービス業のシステムについて
は、NRI顧客のみでなく金融市場全体の信頼性に関わる場合
もあり、その重要性を強く認識しています。
　NRIグループは、運用面での品質の向上に注力しており、
ISO27001に準拠した情報セキュリティマネジメントシステム
およびISO20000に準拠したＩＴサービスマネジメントシステ
ムにより、運用サービスの品質の維持および向上に継続的に
努めています。また、金融サービス業のシステムについては
重点的に管理状況等の点検をおこなうほか、万一障害が発生
した場合の対応整備を進めています。
　データセンターについては、経済・社会に不可欠なインフラ
であり、その重要性を強く認識しています。より一層の安全確
保に向けて運営体制を整備するとともに、社内外の有識者に
より構成されるデータセンター運営会議を設置し、その運営
の評価・検証を定期的におこなっています。
　しかしながら、運用上の作業手順が遵守されないなどの人
的ミスや機器・設備の故障、電力等のインフラの障害等によ
り、顧客と合意した水準での安定稼働が実現できなかった場
合には、NRIグループの業績が影響を受ける可能性があるほ
か、NRIグループの信用を失う可能性があります。

(7) 協力会社について
　NRIグループは、生産能力の拡大や生産性の向上および外
部企業の持つノウハウ活用等のため、外部企業に業務委託し
ていますが、これらの多くは請負契約の下でおこなわれてい
ます。
①良好な取引関係について
　当期において、生産実績に占める外注実績の割合は5割弱
であり、NRIグループが事業を円滑におこなうためには、優良
な協力会社の確保と良好な取引関係の維持が必要不可欠に
なります。
　NRIグループは、定期的に協力会社の審査を実施するほ
か、国内外を問わず協力会社の新規開拓をおこなうなど、優
良な協力会社の安定的な確保に努めています。また、特に専
門性の高い業務ノウハウ等を持つ協力会社である「ｅパート
ナー契約」締結先企業とのプロジェクト・リスクの共有や、協力
会社に対するセキュリティおよび情報管理等の徹底の要請な
ど、協力会社も含めた生産性向上および品質向上活動に努め
ています。



　協力会社は、中国を始めとする海外にも広がっており、中国
企業への委託は外注実績の15％を占めています。このため、
役職員が中国の協力会社を定期的に訪問し、プロジェクトの
状況確認をおこなうなど、協力体制の強化に努めています。
　このような取り組みにもかかわらず、優良な協力会社の確
保や良好な取引関係の維持が実現できない場合には、事業
を円滑におこなうことができなくなる可能性があります。特
に、海外の協力会社への委託については、日本とは異なる政
治的、経済的、社会的要因により、予期せぬ事態が発生する可
能性があります。

②請負業務について
　請負契約の下でおこなわれる業務委託にあたっては、労働
関係法令に則った適切な対応が求められます。
　NRIグループは、請負業務に関するガイドラインを策定し全
社的な問題意識の共有化・定着化を図り、また、協力会社を対
象とした説明会を開催するなど、適正な業務委託の徹底に努
めています。
　このような取り組みにもかかわらず、請負業務の趣旨から
逸脱して業務が遂行され、偽装請負問題などが発生した場合
には、NRIグループの信用を失う可能性があります。

(8) 人材について
　NRIグループは、社員個々人の高い専門性こそが、高付加
価値サービスを顧客に提供するための土台であると考えて
います。専門性を備えた人材を確保・育成し、十分に能力を発
揮できる人事制度や労務環境を整備することが、NRIグルー
プが中長期的に成長するために必要であると考えています。
　NRIグループは、人的資源を「人財」ととらえ、その確保・育
成のための仕組みづくりを進めています。人材確保について
は、優れた専門性を有した人材の採用に努め、また、ワークラ
イフバランスを重視し、働き方や価値観の多様化に対応した
人事制度の構築や労務環境の整備に取り組んでいます。人材
育成については、各種資格の取得を支援する制度を設けてい
るほか、教育研修の専用施設等で、多くの人材開発講座を開
催しています。また、NRIグループ独自の社内認定資格を用意
するなど社員の自己研鑽を促しています。
　このような取り組みにもかかわらず、顧客の高度な要請に
的確に応え得る人材の確保・育成が想定どおり進まなかった
場合には、NRIグループの業績が影響を受ける可能性があり
ます。また、労務環境が悪化した場合には、社員の心身の健康
が保てなくなり、労働生産性の低下や人材流出につながる可
能性があります。

(9) 保有有価証券について
　NRIグループは、取引先との関係強化などを目的として株
式を、また資金運用を目的として債券等を、保有しています。
　これらの有価証券について、発行体の業績悪化や経営破綻
等が発生した場合には、会計上減損処理をおこなうことや、投
資額を回収できないことがあります。また、経済環境、市場動
向や発行体の業績動向等によって時価が変動するため、NRI

グループの財政状態に影響を与えます。

(10) 退職給付にかかる資産・負債について
　NRIグループは、確定給付型の制度として、確定給付企業
年金制度および退職一時金制度を設けています。退職給付に
かかる負債は、退職給付債務と年金資産等の動向によって変
動します。
　退職給付債務については、従業員の動向、割引率など多く
の仮定や見積りを用いた計算によって決定されており、その
見直しによって大きく変動することがあります。年金資産につ
いては、株式市場動向、金利動向等により変動します。
　また、年金制度を変更する場合には、退職給付にかかる負
債等に影響を及ぼす可能性があります。
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　NRIの連結財務諸表は、我が国において一般に公正妥当と
認められている会計基準に基づき作成されています。その作
成には、資産・負債および収益・費用の金額に影響を与える仮
定や見積りを必要とします。これらの仮定や見積りは、過去の
実績や現在の状況等を勘案し合理的に判断していますが、見
積り特有の不確実性があるため、実際の結果はこれらの見積
りと異なる可能性があります。
　NRIの連結財務諸表で採用する重要な会計方針は、「経理
の状況　1連結財務諸表等　（1）連結財務諸表　注記事項
（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）」等に
記載していますが、特に以下の重要な会計方針および見積り
が連結財務諸表に大きな影響を与えると考えています。

①工事進行基準の適用について
　NRIグループは、受注制作のソフトウエアおよびコンサル
ティングプロジェクトの売上高および売上原価の認識方法に
ついて、原則として工事進行基準を適用しています。具体的
には、売上原価を発生基準で計上し、原価進捗率(プロジェク
トごとの見積総原価に対する実際発生原価の割合)に応じて
売上高を計上しています。期末日現在未完成のプロジェクト
にかかる売上高に対応する債権を、連結貸借対照表上「開発
等未収収益」として計上しています。
　工事進行基準の採用にあたっては、売上高を認識する基と
なるプロジェクトごとの総原価および進捗率が合理的に見積
り可能であることが前提となります。NRIグループでは、プロ
ジェクト管理体制を整備し、受注時の見積りと受注後の進捗管
理を適切におこなうとともに、見積総原価に一定割合以上の
変動があったときはその修正を速やかにおこなっており、売上
高計上額には相応の精度を確保していると判断しています。

②ソフトウエアの会計処理について
　パッケージ製品の開発、共同利用型サービスおよびアウト
ソーシングサービスで使用する情報システムの開発におい
て、発生した外注費や労務費等を費用処理せず、NRIグルー
プの投資としてソフトウエアおよびソフトウエア仮勘定に資産
計上することがあります。その場合、完成した情報システムを
顧客に販売またはサービスを提供することによって、中長期
的に開発投資を回収しています。
　その資金の回収形態に対応して、パッケージ製品等の販売
目的ソフトウエアは、残存有効期間（原則3年）に基づく均等配
分額を下限として、見込販売数量もしくは見込販売収益に基
づき償却しています。また、共同利用型システム等で使用する
サービス提供目的の自社利用ソフトウエアについては、利用
可能期間（最長5年）に基づく定額法により償却しています。こ
れらの償却に加えて、事業環境が急変した場合等には、回収
可能額を適切に見積り、損失を計上することがあります。

③退職給付会計について
　退職給付会計では、多くの仮定や見積りを必要とし、従業
員の動向、割引率および年金資産の期待運用収益率等の基
礎率をあらかじめ決定しておく必要があります。NRIグループ
は、基礎率の算定にあたっては、合理的かつ保守的と考えら
れる見積りを使用しています。重要な基礎率の1つである割
引率については、安全性の高い長期の債券の利回りを基に毎
年見直しており、当期に用いた割引率は1.4％（加重平均値）
です。
　年金資産の期待運用収益と実際の運用成果との差異など
見積数値と実績数値との乖離、並びに割引率等の見積数値
の変更によって、数理計算上の差異が発生します。過去5年
間におけるNRIグループの数理計算上の差異の発生額（△
は有利差異）は、2009年3月期5,764百万円、2010年3月期
△3,141百万円、2011年3月期1,404百万円、2012年3月期
3,500百万円、2013年3月期△2,667百万円です。数理計算
上の差異は、発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（10～15年）で定額法により按分した額をそ
れぞれ発生の翌年度から費用処理しており、当期末の未認識
数理計算上の差異残高は、5,699百万円となっています。
　退職給付の詳細については、「経理の状況　1連結財務諸
表等　（1）連結財務諸表　注記事項（退職給付関係）」をご覧
ください。

④繰延税金資産について
　NRIグループは、将来の課税所得を合理的に見積り、回収
可能性を判断した上で繰延税金資産を計上しています。将来
の課税所得は過去の業績等に基づいて見積っているため、税
制改正や経営環境の変化等により課税所得の見積りが大き
く変動した場合等には、繰延税金資産の計上額が変動する可
能性があります。
　繰延税金資産の詳細については、「経理の状況　1連結財
務諸表等　（1）連結財務諸表　注記事項（税効果会計関係）」
をご覧ください。

⑤ 信託型従業員持株インセンティブ・プランにおける会計
処理について
　NRIは、信託型従業員持株インセンティブ・プランを2011

年3月に導入しました。当プランは、NRIグループ社員持株会
に加入する全ての従業員を対象に、NRI株式の株価上昇メリッ
トを還元するインセンティブ・プランです。当プランを実施す
るために設定されたＮＲＩグループ社員持株会専用信託(以下
この項において「持株会信託」という。)が、信託の設定後5年
間にわたりNRIグループ社員持株会が取得すると見込まれる
規模のNRI株式を、NRIからあらかじめ一括して取得し、NRIグ
ループ社員持株会の株式取得に際して当該株式を売却して
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いきます。株価が上昇し信託終了時に持株会信託内に利益が
ある場合には、受益者の拠出割合に応じて金銭が分配されま
す。なお、NRIは持株会信託がNRI株式を取得するためにおこ
なった借入れについて保証しており、信託終了時に借入債務
が残っている場合には保証契約に基づきNRIが弁済すること
になります。
　会計処理については、NRIと持株会信託は一体であるとす
る会計処理を採用しており、持株会信託の資産および負債並
びに費用および収益についても連結財務諸表に含めて計上
しています。そのため、持株会信託が保有するNRI株式はNRI

の自己株式として、持株会信託の借入れはNRIの借入れとし
て処理しています。また、NRIが持株会信託にNRI株式を売却
した時点では自己株式の譲渡を認識せず、その後、持株会信
託がＮＲＩグループ社員持株会へ売却する都度、自己株式の譲
渡として処理しています。持株会信託の株式売却益相当額等
は、信託終了後に受益者へ分配されることから、当該発生年
度の費用として処理しています。
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経理の状況 ※P.55～120は第48期（自 平成24年4月1日　至 平成25年3月31日）有価証券報告書からの抜粋。
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株式会社野村総合研究所
http://www.nri.co.jp

　丸の内総合センター（本社）
　〒100-0005
　東京都千代田区丸の内1-6-5
　丸の内北口ビル

　木場総合センター
　   ［タワーN棟］
　〒135-0042
　東京都江東区木場1-5-15 タワーN棟

　   ［タワーS棟］
　〒135-0042
　東京都江東区木場1-5-25 タワーS棟

　横浜総合センター
　〒240-0005
　神奈川県横浜市保土ケ谷区神戸町134 NRIタワー

　横浜みなと総合センター
　〒221-0056　
　神奈川県横浜市神奈川区金港町1-7
　横浜ダイヤビル

　大阪総合センター
　〒530-0004
　大阪府大阪市北区堂島浜1-4-16
　アクア堂島西館

　モスクワ支店
　Moscow Branch
　107045 Moscow, Trubnaya St.12,
　Millenium House, Russian Federation

NRIネットコム株式会社
〒530-0004
大阪府大阪市北区堂島浜1-4-16
アクア堂島西館
http://www.nri-net.com

NRIセキュアテクノロジーズ株式会社
〒105-7113
東京都港区東新橋1-5-2
汐留シティセンター
http://www.nri-secure.co.jp

北米支店
NRI Secure Technologies, Ltd.
North America Branch
2102 Business Center Drive, 
Suite 130 Irvine, CA 92612, U.S.A.

NRIワークプレイスサービス株式会社
〒240-0005
神奈川県横浜市保土ケ谷区神戸町134

NRIデータiテック株式会社
〒135-0042
東京都江東区木場1-5-25 タワーS棟
http://www.n-itech.com

NRIサイバーパテント株式会社
〒100-0004
東京都千代田区大手町2-6-2 日本ビル
http://www.patent.ne.jp

NRI社会情報システム株式会社
〒135-0042
東京都江東区木場1-5-25 タワーS棟
http://www.nri-social.co.jp

NRIプロセスイノベーション株式会社
〒221-0056
神奈川県横浜市神奈川区金港町1-7
横浜ダイヤビル

NRIシステムテクノ株式会社
〒240-0005
神奈川県横浜市保土ケ谷区神戸町134
http://www.nri-st.co.jp

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・アメリカ
Nomura Research Institute America, Inc.
810 Seventh Avenue, 1100C, 
New York, NY 10019, U.S.A.

NRI・パシフィック
NRI Pacific
1633 Bayshore Hwy, Suite 135, 
Burlingame CA 94010, U.S.A.

NRIアメリカ ダラスオフィス
Dallas Branch Office
1722 Routh Street, #208, Dallas,
TX 75201, U.S.A.

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・ヨーロッパ
Nomura Research Institute Europe Limited
68 King William Street, 
London, EC4N 7DZ, U.K.

ルクセンブルク支店
Luxembourg Branch
15, Rue Edward Steichen, 
L-2540 Kirchberg, Luxembourg

野村総合研究所（北京）有限公司
Nomura Research Institute (Beijing), Ltd.
6th Fl. Raycom Infotech Park Tower A,
2 Kexueyuan-Nanlu, Haidian District,
Beijing 100190, China

上海支店
Shanghai Branch
K.Wah Centre, 29th Fl., No.1010 
Huaihai Zhong Road, 
Shanghai 200031, China

野村総合研究所（上海）有限公司
Nomura Research Institute Shanghai Limited
K.Wah Centre, 29th Fl., No.1010 
Huaihai Zhong Road, 
Shanghai 200031, China

北京支店
Beijing Branch
705. Tower A, Ping An international  
Financial Centre, No 3, Xinyuan South Road, 
Chaoyang District, Beijing 100027, China

野村総合研究所（大連）有限公司
Nomura Research Institute (Dalian), Ltd.
602, 23rd Bldg, Software Park, No.40, 
Software Park East Road, Dalian City, Liaoning 
Province 116023, China

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・
アジア・パシフィック（NRI APAC）

Nomura Research Institute Asia Pacific 
Private Limited
10 Marina Boulevard, MBFC Tower 2, #33-02, 
Singapore 018983

マニラ支店
Manila Branch
27th Fl. Yuchengco Tower, RCBC Plaza,
6819 Ayala cor. Sen. Gil J. Puyat Avenues,
1200 Makati City, Philippines

ジャカルタ駐在員事務所
Jakarta Representative Office
World Trade Centre 2, 18F Jl. Jend. 
Sudirman kav. 29-31 Jakarta 12920, Indonesia

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・ホンコン
Nomura Research Institute Hong Kong Limited
Suites 1601-03, 16/F, Prudential Tower, 
The Gateway, 21 CantonRoad, Tsim sha tsui, 
Kowloon, Hong Kong

野村総合研究所台湾有限公司
Nomura Research Institute Taiwan Co., Ltd
10th Fl-F, No.168, Tun-Hwa N. Rd.,
Taipei, Taiwan R.O.C.
台湾台北市敦化北路168号10層-F

野村総合研究所ソウル
Nomura Research Institute Seoul Co., Ltd.
20st Fl., One IFC, 10 Gukjegeumyung-Ro, 
Yeouido-Dong, Yeongdeungpo-Gu,
Seoul 150-945, Korea

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・インディア
Nomura Research Institute India Private Limited
7th Fl. / Tower A, Building No. 5, DLF Cyber 
City, Phase III Gurgaon, Haryana, India 122002

ノムラ・リサーチ・インスティテュート・
フィナンシャル・テクノロジーズ・インディア
（NRI FT India）

Nomura Research Institute Financial 
Technologies India Pvt. Ltd.
Globsyn Crystal, Tower I, 6th Floor XI-11&12, 
Block EP, Sector V, Salt Lake Electronics 
Complex Salt Lake, Kolkata 700091, India

野村総合研究所タイ
Nomura Research Institute Thailand
Unit 23-04, 23F, Interchange 21 Bldg., 
399 Sukhumvit Rd., Klongtoey Nua,
Wattana, Bangkok 10110, Thailand
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NRI北京

NRIソウル

NRI大連

NRIアジア・パシフィック（NRI APAC）

NRIヨーロッパ

モスクワ支店

NRIアメリカ

NRIアメリカ
ダラスオフィス

NRI台湾

 NRI APAC マニラ支店

NRIタイ

 NRI APAC
ジャカルタ駐在員事務所

NRI上海

NRI・パシフィック

NRIインド

NRI Financial Technologies India

NRIセキュアテクノロジーズ 北米支店

NRI香港
NRIヨーロッパ
ルクセンブルク支店

NRI上海 北京支店

NRI北京 上海支店

NRIの海外拠点 （2013年7月5日現在）
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会社概要
会社名 株式会社  野村総合研究所
英文社名 Nomura Research Institute, Ltd.
所在地 〒100-0005 東京都千代田区丸の内一丁目6番5号
  丸の内北口ビル
資本金 186億円
代表者 代表取締役社長　嶋本　正
従業員数 5,823名／NRIグループ7,738名（2013年3月31日現在）

所有者別持株比率（2013年3月31日現在）
　

大株主（2013年3月31日現在）

株主名 持株比率（％）

野村アセットマネジメント株式会社 43,387 19.28 

野村ファシリティーズ株式会社 18,600 8.27 

株式会社ジャフコ 15,005 6.67 

野村ホールディングス株式会社 13,000 5.78 

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー
  （常任代理人 香港上海銀行東京支店） 11,141 4.95 

NRIグループ社員持株会 8,496 3.78 

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505223
  （常任代理人 株式会社みずほコーポレート銀行決済営業部） 6,989 3.11 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 5,901 2.62 

全国共済農業協同組合連合会
  （常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行株式会社） 3,687 1.64 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,523 1.57 

（注） NRIは、自己株式23,864千株を保有しておりますが、上記からは除いて
 おります。

株式の概況（2013年3月31日現在）
発行可能株式総数 750,000,000 株
発行済株式の総数 225,000,000 株
単元株主数 15,181 名

株主メモ
・株券電子化にともない、株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承る
こととなっております。口座を開設されている証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱ＵＦＪ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご
注意ください。
・特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行が口座管理機関となっておりますので、下記特別口座管理機関（三菱
ＵＦＪ信託銀行）にお問い合わせください。なお、三菱ＵＦＪ信託銀行全国各支店にてもお取次ぎいたします。
・未受領の配当金につきましては、三菱ＵＦＪ信託銀行本支店でお支払いいたします。
事業年度 4月1日～翌年3月31日 

定時株主総会 6月 

単元株式数 100 株 

公告方法 電子公告（NRIホームページ　http://www.nri.co.jp/） 
 ただし、事故その他のやむを得ない事由により、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。
株主名簿管理人および 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号  
特別口座の口座管理機関 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社  

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 
（連絡先・照会先） 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 
 〒137-8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号 
 0120-232-711（通話料無料） 

株価チャート
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4月 5月 11月10月9月8月7月6月 12月

2013年
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株価
（円）

出来高
（千株）

金融機関 12.5%

証券会社　 2.2%

国内法人　41.6%

自己名義株式　10.6%

個人・その他　9.6%

外国法人等　23.6%

本アニュアルレポートに関するお問い合わせ先：株式会社野村総合研究所　IR室　E-mail: ir@nri.co.jp

所有株式数（千株）



株式会社 野村総合研究所
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http://www.nri.co.jp/
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